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(57)【要約】
　遮蔽電気ケーブル（２２０２）は、ケーブルの長さに
沿って延在し、ケーブルの幅に沿って互いに離間する複
数の導体セット（２２０４ａ、２２０４ｂ）を含む。各
導体セット（２２０４ａ、２２０４ｂ）は、１つ以上の
絶縁導体（２２０６ａ、２２０６ｂ）と、ケーブルの対
向する第１及び第２の側に配置される第１及び第２の遮
蔽フィルム（２２０８）と、を含む。第１及び第２のフ
ィルム（２２０８）は、カバー部分（２２０７）と挟ま
れた部分（２２０９）とを含む。ケーブル（２２０２）
は、ＥＭＩ吸収層（２２５０）を更に含む。第１及び第
２の遮蔽フィルムの第１のカバー部分間の最大離間距離
はＤである。第１及び第２の遮蔽フィルム（２２０８）
の第１の挟まれた部分（２２０９）間の最小離間距離は
ｄ１である。ｄ１／Ｄは０．２５未満である。第１及び
第２の絶縁導体（２２０６ａ、２２０６ｂ）間の領域内
の第１及び第２の遮蔽フィルム（２２０８）の第１の挟
まれた部分（２２０９）間の最小離間距離はｄ２である
。ｄ２／Ｄは０．３３を超える。
【選択図】図１０ａ
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　遮蔽電気ケーブルであって、
　ケーブルの長さに沿って延在し、前記ケーブルの幅に沿って互いに間隔を置いて配置さ
れ、各々が１つ以上の絶縁導体を含む導体セットと、
　前記ケーブルの対向する第１及び第２の側に配置される第１及び第２のフィルムであり
、カバー部分及び挟まれた部分を含み、横断面において、前記第１及び第２のフィルムの
カバー部分が組み合わされて、前記各導体セットを実質的に包囲し、前記第１及び第２の
フィルムの挟まれた部分が組み合わされて、前記各導体セットのそれぞれの側で、前記ケ
ーブルの挟まれた部分を形成するように配置される、第１及び第２の遮蔽フィルムと、
　前記ケーブルの前記第１の側に配置される第１のＥＭＩ吸収層と、
　前記ケーブルの前記挟まれた部分内で、前記第１の遮蔽フィルムを前記第２の遮蔽フィ
ルムに結合する第１の接着層と、を含むケーブルであり、
　前記複数の導体セットは、隣り合う第１及び第２の絶縁導体を含む第１の導体セットを
含み、前記第１及び第２の遮蔽フィルムの対応する第１のカバー部分と、前記第１の導体
セットの一方の側上に前記ケーブルの第１の挟まれた領域を形成する、第１及び第２の遮
蔽フィルムの対応する第１の挟まれた部分と、を有し、
　前記第１及び第２の遮蔽フィルムの、前記第１のカバー部分間の最大離隔距離は、Ｄで
あり、
　前記第１及び第２の遮蔽フィルムの、前記第１の挟まれた部分間の最小離隔距離は、ｄ

１であり、
　ｄ１／Ｄは０．２５未満であり、
　前記第１及び第２の絶縁導体間の領域内の、前記第１及び第２の遮蔽フィルムの、前記
第１のカバー部分間の最小離隔距離は、ｄ２であり、
　ｄ２／Ｄは、０．３３を超える、ケーブル。
【請求項２】
　ｄ１／Ｄが０．１未満である、請求項１に記載のケーブル。
【請求項３】
　前記第１のＥＭＩ吸収層が、前記第１の遮蔽フィルムと前記複数の導体セットとの間に
配置される、請求項１に記載のケーブル。
【請求項４】
　前記第１の遮蔽フィルムが、前記第のＥＭＩ吸収層と前記複数の導体セットとの間に配
置される、請求項１に記載のケーブル。
【請求項５】
　前記ケーブルの前記第２の側に配置される第２のＥＭＩ吸収層を更に含む、請求項１に
記載のケーブル。
【請求項６】
　遮蔽電気ケーブルであって、
　前記ケーブルの長さに沿って延在し、前記ケーブルの幅に沿って互いに間隔を置いて配
置されている複数の導体セットを含み、各々が１つ以上の絶縁導体を含む、複数の導体セ
ットと、
　同心部分、挟まれた部分、及び移行部分を含む第１及び第２の遮蔽フィルムであり、横
断面において、前記同心部分が、前記各導体セットの１つ以上の端部導体と実質的に同心
であり、前記第１及び第２の遮蔽フィルムの挟まれた部分が組み合わされて、前記導体セ
ットの２つの側に、前記ケーブルの挟まれた部分を形成し、前記移行部分が、前記同心部
分と前記挟まれた部分との間に緩やかな移行を提供するように配置される、第１及び第２
の遮蔽フィルムと、
　前記複数の導体セット上に配置される第１のＥＭＩ吸収層と、を含むケーブルであり、
　各遮蔽フィルムが導電層を含み、
　前記移行部分のうちの第１の移行部分は、
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　　１つ以上の端部導体のうちの第１の端部導体に近接し、
　　前記第１及び第２の遮蔽フィルムの前記導電層と、前記同心部分と、前記第１の端部
導体に近接する前記挟まれた部分のうちの前記第１の挟まれた部分と、の間の面積として
定義される、断面積Ａ１を有し、式中Ａ１は、前記第１の端部導体の断面積よりも小さく
、並びに
　各遮蔽フィルムは、前記ケーブルの幅にわたって変化する曲率半径によって、横断面に
おいて特徴付けることが可能であり、各遮蔽フィルムに関する曲率半径は、前記ケーブル
の幅にわたって、少なくとも１００マイクロメートルである、ケーブル。
【請求項７】
　前記断面積Ａ１が、１つの境界として、前記第１の挟まれた部分の境界を含み、前記境
界は、前記第１及び第２の遮蔽フィルム間の離隔距離ｄが、前記第１の挟まれた部分での
前記第１及び第２の遮蔽フィルム間の最小離隔距離ｄ１の約１．２～約１．５倍である、
前記第１の挟まれた部分に沿った位置によって画定される、請求項６に記載のケーブル。
【請求項８】
　前記断面積Ａ１が、１つの境界として、前記第１の遮蔽フィルムの変曲点で第１の終端
点を有する線分を含む、請求項７に記載のケーブル。
【請求項９】
　前記線分が、前記第２の遮蔽フィルムの変曲点で、第２の終端点を有する、請求項７に
記載のケーブル。
【請求項１０】
　遮蔽電気ケーブルであって、
　前記ケーブルの長さに沿って延在し、前記ケーブルの幅に沿って互いに間隔を置いて配
置されていて、各々が、１つ以上の絶縁導体を含む複数の導体セットと、
　同心部分、挟まれた部分、及び移行部分を含む、第１及び第２の遮蔽フィルムであり、
横断面において、前記同心部分が、各導体セットの１つ以上の端部導体と実質的に同心で
あり、前記第１及び第２の遮蔽フィルムの挟まれた部分が組み合わされて、前記導体セッ
トの２つの側に、前記ケーブルの挟まれた部分を形成し、前記移行部分が、前記同心部分
と前記挟まれた部分との間に緩やかな移行を提供するように配置される、第１及び第２の
遮蔽フィルムと、
　前記複数の導体セット上に配置される第１のＥＭＩ吸収層と、を含むケーブルであり、
　前記２つの遮蔽フィルムの一方は、前記同心部分のうちの第１の同心部分、前記挟まれ
た部分のうちの第１の挟まれた部分、及び前記移行部分のうちの第１の移行部分を含み、
前記第１の移行部分は、前記第１の同心部分を前記第１の挟まれた部分に接続し、
　前記第１の同心部分は、曲率半径Ｒ１を有し、前記移行部分は、曲率半径ｒ１を有し、
　Ｒ１／ｒ１が、２～１５の範囲である、ケーブル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本願は、２０１０年８月３１に出願され、「Ｓｈｉｅｌｄｅｄ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ
　Ｃａｂｌｅ　ｗｉｔｈ　Ｄｉｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｓｐａｃｉｎｇ」と題された係属中の
米国特許出願第６１／３７８８６８号（Ａｔｔｏｒｎｅｙ文書番号第６６８９６ＵＳ００
２号）；２０１０年８月３１日に出願され、「Ｈｉｇｈ　Ｄｅｎｓｉｔｙ　Ｓｈｉｅｌｄ
ｅｄ　Ｃａｂｌｅｓ、Ｓｙｓｔｅｍ、ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ」と題された係属中の米国
特許出願第６１／３７８８５６号（Ａｔｔｏｒｎｅｙ文書番号第６６８７０ＵＳ００２号
）；２０１０年８月３１に出願され、「Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　Ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｓ
ｔｉｃｓ　ｏｆ　Ｓｈｉｅｌｄｅｄ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　Ｃａｂｌｅｓ」と題された
、係属中の米国特許出願第６１／３７８９０２号（Ａｔｔｏｒｎｅｙ文書番号第６６８７
４ＵＳ００２号）；２０１０年８月３１日に出願され、「Ｃｏｎｎｅｃｔｏｒ　Ａｒｒａ
ｎｇｅｍｅｎｔｓ　ｆｏｒ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ　Ｃａｂｌｅｓ」と題された係属中の
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米国特許出願第６１／３７８８７７号（Ａｔｔｏｒｎｅｙ文書番号第６６８８７ＵＳ００
２号）；並びに２０１０年８月３１に出願され、「Ｓｈｉｅｌｄｅｄ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃ
ａｌ　Ｃａｂｌｅ」と題された係属中の米国特許第６１／３７８８７２号（Ａｔｔｏｒｎ
ｅｙ文書番号第６６９０３ＵＳ００２号）に関し、これらはその全体を参照により本明細
書に組み込まれている。
【０００２】
　（発明の分野）
　本発明は、全般的には、１つ以上のＥＭＩ吸収層を含む電気ケーブルに関する。
【背景技術】
【０００３】
　電気信号の伝送用の電気ケーブルが周知である。電気ケーブルの１つの一般的なタイプ
は同軸ケーブルである。同軸ケーブルは概して、絶縁体によって包囲された導電性ワイヤ
を含む。ワイヤ及び絶縁体は遮蔽体によって包囲され、ワイヤ、絶縁体、及び遮蔽体はジ
ャケットによって包囲されている。電気ケーブルの他の一般的なタイプは、（例えば、金
属箔によって）形成された遮蔽層によって包囲された１つ以上の絶縁信号導体を含む遮蔽
電気ケーブルである。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　概して、本発明は、遮蔽された電気ケーブルに関する。一実施形態において、遮蔽され
た電気ケーブルは、ケーブルの長さに沿って延在し、ケーブルの幅に沿って互いに間隔を
置いて配置される、複数の導体セットを含む。それぞれの導体セットは、１つ以上の絶縁
導体、及びケーブルの対向する第１及び第２の側に配置される第１及び第２の遮蔽フィル
ムを含む。第１及び第２のフィルムは、カバー部分及び挟まれた部分を含み、横断面にお
いて、第１及び第２のフィルムのカバー部分が組み合わされて、各導体セットを実質的に
包囲し、第１及び第２のフィルムの挟まれた部分が組み合わされて、各導体セットのそれ
ぞれの側で、ケーブルの挟まれた部分を形成するように配置される。各導体セットは、ケ
ーブルの第１の側に配置される第１のＥＭＩ吸収層と、ケーブルの挟まれた部分内で、第
１の遮蔽フィルムを第２の遮蔽フィルムに結合する第１の接着層と、を更に含む。複数の
導体セットは、隣り合う第１及び第２の絶縁導体を含む第１の導体セットを含み、第１及
び第２の遮蔽フィルムの対応する第１のカバー部分と、第１の導体セットの一方の側上に
ケーブルの第１の挟まれた領域を形成する、第１及び第２の遮蔽フィルムの対応する第１
の挟まれた部分と、を有する。第１及び第２の遮蔽フィルムの、第１のカバー部分間の最
大離間距離は、Ｄである。第１及び第２の遮蔽フィルムの、第１の挟まれた部分間の最小
離間距離は、ｄ１である。ｄ１／Ｄは０．２５未満である。第１及び第２の絶縁導体間の
領域内の、第１及び第２の遮蔽フィルムの、第１のカバー部分間の最小離隔距離は、ｄ２

である。ｄ２／Ｄは、０．３３を超える。場合によっては、ｄ１／Ｄは０．１未満である
。場合によっては、第１のＥＭＩ吸収層は、第１の遮蔽フィルムと複数の導体セットとの
間に配置される。場合によっては、第１の遮蔽フィルムは、第１のＥＭＩ吸収層と複数の
導体セットとの間に配置される。場合によっては、このケーブルは、ケーブルの第２の側
に配置される第２のＥＭＩ吸収層を更に含む。
【０００５】
　別の一実施形態において、遮蔽された電気ケーブルは、ケーブルの長さに沿って延在し
、ケーブルの幅に沿って互いに間隔を置いて配置されている複数の導体セットを含む。各
導体セットは、１つ以上の絶縁導体と、ケーブルの対向する第１及び第２の側に配置され
る第１及び第２の遮蔽フィルムと、を含む。第１及び第２のフィルムは、カバー部分及び
挟まれた部分を含み、横断面において、第１及び第２のフィルムのカバー部分が組み合わ
されて、各導体セットを実質的に包囲し、第１及び第２のフィルムの挟まれた部分が組み
合わされて、各導体セットのそれぞれの側で、ケーブルの挟まれた部分を形成するように
配置される。各導体セットは、ケーブルの第１の側に配置される第１のＥＭＩ吸収層と、
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ケーブルの挟まれた部分内で、第１の遮蔽フィルムを第２の遮蔽フィルムに結合する第１
の接着層と、を含む。複数の導体セットは、隣り合う第１及び第２の絶縁導体を含み、第
１及び第２の遮蔽フィルムの対応する第１のカバー部分と、第１及び第２の遮蔽フィルム
の対応する第１の挟まれた部分と、を有し、これらが第１の導体セットの一方の側上に第
１の挟まれたケーブル部分を形成する、第１の導体セットを含む。第１及び第２の遮蔽フ
ィルムの、第１のカバー部分間の最大離間距離は、Ｄである。第１及び第２の遮蔽フィル
ムの、第１の挟まれた部分間の最小離間距離は、ｄ１である。ｄ１／Ｄは０．２５未満で
ある。第１の絶縁導体の、第２の絶縁導体に対する高周波電気的分離は、第１の導体セッ
トの、隣接する導体セットに対する高周波電気的分離よりも、実質的に小さい。いくつか
の場合において、ｄ１／Ｄは０．１未満である。ある場合には、第１の絶縁導体の、第２
の導体に対する高周波分離は、３～１５ＧＨｚの指定周波数範囲及び１メートルの長さに
おいて、第１の遠端クロストークＣ１であり、第１の導体セットの、隣接する導体セット
に対する高周波分離は、指定周波数での第２の遠端クロストークＣ２であり、Ｃ２は、Ｃ
１よりも、少なくとも１０ｄＢ低い。いくつかの場合において、組み合わされた第１及び
第２の遮蔽フィルムのカバー部分が、各導体セットの外辺部の少なくとも７０％を囲むこ
とによって、各導体セットを実質的に包囲する。
【０００６】
　別の一実施形態において、遮蔽された電気ケーブルは、ケーブルの長さに沿って延在し
、ケーブルの幅に沿って互いに間隔を置いて配置される、複数の導体セットを含む。各導
体セットは、１つ以上の絶縁導体を含み、第１及び第２の遮蔽フィルムは、同心部分、挟
まれた部分、及び移行部分を含み、横断面において、同心部分が、各導体セットの１つ以
上の端部導体と実質的に同心であり、第１及び第２の遮蔽フィルムの挟まれた部分が組み
合わされて、導体セットの２つの側に、ケーブルの挟まれた領域を形成し、移行部分が、
同心部分と挟まれた部分との間に緩やかな移行を提供するように配置される。各導体セッ
トはまた、複数の導体セット上に配置される第１のＥＭＩ吸収層を有する。各遮蔽フィル
ムは、導電性層を有する。移行部分のうちの第１の移行部分は、１つ以上の端部導体のう
ちの第１端部導体に近接し、第１及び第２の遮蔽フィルムの導電性層と、同心部分と、第
１の端部導体に近接する挟まれた部分のうちの第１の挟まれた部分と、の間の面積として
定義される、断面積Ａ１を有する。Ａ１は、第１の端部導体の断面積よりも小さい。各遮
蔽フィルムは、横断面において、ケーブルの幅に対して変化する曲率半径によって特性化
可能である。遮蔽フィルムのそれぞれについての曲率半径は、ケーブルの幅に対して少な
くとも１００マイクロメートルである。いくつかの場合において、断面積Ａ１は、１つの
境界として、第１の挟まれた部分の境界を含む。この境界は、第１及び第２の遮蔽フィル
ム間の離隔距離が、第１の挟まれた部分での第１及び第２の遮蔽フィルム間の最小離隔距
離ｄ１の約１．２～約１．５倍である、第１の挟まれた部分に沿った位置によって画定さ
れる。場合によっては、断面積Ａ１は、１つの境界として、第１の遮蔽フィルムの変曲点
で第１の終端点を有する線分を含む。いくつかの場合には、この線分は、第２の遮蔽フィ
ルムの変曲点で、第２の終端点を有する。
【０００７】
　別の一実施形態において、遮蔽された電気ケーブルは、ケーブルの長さに沿って延在し
、ケーブルの幅に沿って互いに間隔を置いて配置される、複数の導体セットを含む。各導
体セットは１つ以上の絶縁導体を含み、第１及び第２の遮蔽フィルムは、同心部分、挟ま
れた部分、及び移行部分を含み、横断面において、同心部分が、各導体セットの１つ以上
の端部導体と実質的に同心であり、第１及び第２の遮蔽フィルムの挟まれた部分が組み合
わされて、導体セットの２つの側に、ケーブルの挟まれた部分を形成し、移行部分が、同
心部分と挟まれた部分との間に緩やかな移行を提供するように配置される。各導体セット
はまた、複数の導体セット上に配設される第１のＥＭＩ吸収層を含む。２つの遮蔽フィル
ムの一方は、同心部分のうちの第１の同心部分、挟まれた部分のうちの第１の挟まれた部
分、及び移行部分のうちの第１の移行部分を含む。第１の移行部分は、第１の同心部分を
第１の挟まれた部分に接続する。第１の同心部分は、曲率半径Ｒ１を有し、移行部分は、



(6) JP 2013-543635 A 2013.12.5

10

20

30

40

50

曲率半径ｒ１を有する。Ｒ１／ｒ１は２～１５の範囲である。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
　本発明は、添付の図面に関連して以下の本発明の種々の実施形態の「発明を実施するた
めの形態」を考慮したとき、より完全に理解し正しく認識され得る。
【図１】遮蔽電気ケーブルの例示的実施形態の斜視図。
【図２ａ】遮蔽電気ケーブルの７つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２ｂ】遮蔽電気ケーブルの７つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２ｃ】遮蔽電気ケーブルの７つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２ｄ】遮蔽電気ケーブルの７つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２ｅ】遮蔽電気ケーブルの７つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２ｆ】遮蔽電気ケーブルの７つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２ｇ】遮蔽電気ケーブルの７つの例示的実施形態の正面断面図。
【図３ａ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図３ｂ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図３ｃ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図３ｄ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図４ａ】遮蔽電気ケーブルの他の３つの例示的実施形態の正面断面図。
【図４ｂ】遮蔽電気ケーブルの他の３つの例示的実施形態の正面断面図。
【図４ｃ】遮蔽電気ケーブルの他の３つの例示的実施形態の正面断面図。
【図５ａ】それぞれ、遮蔽電気ケーブルを作製する例示的方法を示す、斜視図及び正面断
面図。
【図５ｂ】それぞれ、遮蔽電気ケーブルを作製する例示的方法を示す、斜視図及び正面断
面図。
【図５ｃ】それぞれ、遮蔽電気ケーブルを作製する例示的方法を示す、斜視図及び正面断
面図。
【図５ｄ】それぞれ、遮蔽電気ケーブルを作製する例示的方法を示す、斜視図及び正面断
面図。
【図５ｅ】それぞれ、遮蔽電気ケーブルを作製する例示的方法を示す、斜視図及び正面断
面図。
【図５ｆ】それぞれ、遮蔽電気ケーブルを作製する例示的方法を示す、斜視図及び正面断
面図。
【図５ｇ】それぞれ、遮蔽電気ケーブルを作製する例示的方法を示す、斜視図及び正面断
面図。
【図６ａ】遮蔽電気ケーブルを作製する代表的な方法の詳細を示す正面断面図。
【図６ｂ】遮蔽電気ケーブルを作製する代表的な方法の詳細を示す正面断面図。
【図６ｃ】遮蔽電気ケーブルを作製する代表的な方法の詳細を示す正面断面図。
【図７ａ】本発明の一態様による遮蔽電気ケーブルの別の代表的な実施形態の正面断面図
であり、それぞれ対応する詳細図。
【図７ｂ】本発明の一態様による遮蔽電気ケーブルの別の代表的な実施形態の正面断面図
であり、それぞれ対応する詳細図。
【図８ａ】本発明の一態様による遮蔽電気ケーブルの他の２つの代表的な実施形態の正面
断面図。
【図８ｂ】本発明の一態様による遮蔽電気ケーブルの他の２つの代表的な実施形態の正面
断面図。
【図９ａ】遮蔽電気ケーブルの他の２つの例示的実施形態の正面断面図。
【図９ｂ】遮蔽電気ケーブルの他の２つの例示的実施形態の正面断面図。
【図１０ａ】遮蔽電気ケーブルの他の３つの例示的実施形態の正面断面図。
【図１０ｂ】遮蔽電気ケーブルの他の３つの例示的実施形態の正面断面図。
【図１０ｃ】遮蔽電気ケーブルの他の３つの例示的実施形態の正面断面図。
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【図１１ａ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の７つの例示的実施形態を示す正面断面詳細図
。
【図１１ｂ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の７つの例示的実施形態を示す正面断面詳細図
。
【図１１ｃ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の７つの例示的実施形態を示す正面断面詳細図
。
【図１１ｄ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の７つの例示的実施形態を示す正面断面詳細図
。
【図１１ｅ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の７つの例示的実施形態を示す正面断面詳細図
。
【図１１ｆ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の７つの例示的実施形態を示す正面断面詳細図
。
【図１１ｇ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の７つの例示的実施形態を示す正面断面詳細図
。
【図１２ａ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の別の例示的実施形態の正面断面詳細図。
【図１２ｂ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の別の例示的実施形態の正面断面詳細図。
【図１３】曲げ配置における遮蔽電気ケーブルの別の代表的実施形態の正面断面詳細図。
【図１４】遮蔽電気ケーブルの別の例示的実施形態の正面断面詳細図。
【図１５ａ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の他の６つの例示的実施形態を示す正面断面詳
細図。
【図１５ｂ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の他の６つの例示的実施形態を示す正面断面詳
細図。
【図１５ｃ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の他の６つの例示的実施形態を示す正面断面詳
細図。
【図１５ｄ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の他の６つの例示的実施形態を示す正面断面詳
細図。
【図１５ｅ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の他の６つの例示的実施形態を示す正面断面詳
細図。
【図１５ｆ】遮蔽電気ケーブルの平行部分の他の６つの例示的実施形態を示す正面断面詳
細図。
【図１６ａ】遮蔽電気ケーブルの他の２つの例示的実施形態の正面断面図。
【図１６ｂ】遮蔽電気ケーブルの他の２つの例示的実施形態の正面断面図。
【図１７】遮蔽電気ケーブルの別の例示的実施形態の正面断面図。
【図１８】遮蔽電気ケーブルの別の例示的実施形態の正面断面図。
【図１９】遮蔽電気ケーブルの別の例示的実施形態の正面断面図。
【図２０ａ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２０ｂ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２０ｃ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２０ｄ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２１】遮蔽電気ケーブルの別の例示的実施形態の正面断面図。
【図２２ａ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２２ｂ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２２ｃ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２２ｄ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２３ａ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２３ｂ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２３ｃ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２３ｄ】遮蔽電気ケーブルの他の４つの例示的実施形態の正面断面図。
【図２４ａ】例示的ケーブル構成体の透視図。
【図２４ｂ】図２４ａの例示的なケーブル構成体の断面図。　本明細書においては、複数
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の図面で用いられる同じ参照符号は、同じ又は同様の性質及び機能を有する同じ又は同様
の要素を示す。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明は、全般的には間隔を置いて離れた導体セットと、主として電磁界を吸収するこ
とによって隣り合う導体セット間のクロストークを防止又は低減するための１つ以上のＥ
ＭＩ吸収層と、を含むケーブルに関する。
【００１０】
　図１は、ｙ軸に沿って、ケーブル２の幅ｗの全体または一部に沿って間隔をおいて離れ
、ｘ軸に沿う、ケーブル２の長さＬに沿って延在する複数の導体セット４を含む遮蔽電気
ケーブル２の概略三次元図である。ケーブル２は、図１に例示される概ね平坦な構成で構
成されてもよく、又はその長さ及び／又は幅に沿った１つ以上の位置において折り曲げら
れた構成へと折り曲げられてもよい。いくつかの場合において、ケーブル２のいくつかの
部分は、平坦な構成で配置されてもよく、ケーブルの他の部分が折り曲げられてもよい。
いくつかの場合において、ケーブル２の少なくとも１つの導体セット４は、ケーブル２の
長さＬに沿って延在する２つの絶縁導体６を含み、各絶縁導体は、絶縁体６ｂによって包
囲された導体６ａを含む。導体セット４の２つの絶縁された導体６は、ケーブル２の長さ
Ｌの全部又は一部に沿って実質的に平行に構成され得る。絶縁導体６は、絶縁信号線、絶
縁電源線、又は絶縁接地線を含む場合がある。２つの遮蔽フィルム８は、ケーブル２の対
向する第１及び第２の側に配置される。
【００１１】
　第１及び第２の遮蔽フィルム８は、横断面において、ケーブル２がカバー領域１４及び
挟まれた領域１８を含むように、配置される。ケーブル２のカバー領域１４内では、第１
及び第２の遮蔽フィルム８のカバー部分７が、横断面において、実質的に各導体セット４
を包囲する。例えば、遮蔽フィルムのカバー部分は、任意の所定の導体セットの外辺部の
、少なくとも７５％、又は少なくとも８０％、又は少なくとも８５％、又は少なくとも９
０％を、全体として取り囲むことができる。第１及び第２の遮蔽フィルムの挟まれた部分
９は、各導体セット４の両側に、ケーブル２の挟まれた領域１８を形成する。ケーブル２
の挟まれた領域１８内では、一方又は双方の遮蔽フィルム８が撓められて、遮蔽フィルム
８の挟まれた部分９を、より近くへと接近させる。いくつかの場合おいて、図１に示すよ
うに、双方の遮蔽フィルム８が、挟まれた領域１８内で撓められて、挟まれた部分９を、
より近くへと接近させる。いくつかの場合において、ケーブルが平面的又は折り畳まれて
いない構成のとき、遮蔽フィルムの一方は挟まれた領域１８において比較的平坦なままで
あり、ケーブルの反対側にあるもう一方の遮蔽フィルムを屈曲させて、遮蔽フィルムの挟
まれた部分をより近づけてもよい。
【００１２】
　導体及び／又は接地ワイヤは、任意の好適な導電材料を含んでもよく、様々な断面形状
及びサイズを有してもよい。例えば、断面では、導体及び／又は接地ワイヤは、円形、長
円形、矩形、又は任意の他の形状とすることができる。ケーブル内の１つ以上の導体及び
／又は接地ワイヤは、ケーブル内の他の１つ以上の導体及び／又は接地ワイヤとは異なる
、１つの形状及び／又はサイズを有し得る。導体及び／又は接地ワイヤは、単線又は撚り
線とすることができる。ケーブル内の全ての導体及び／又は接地ワイヤを、撚り線とする
ことができ、全てを単線とすることができ、又は一部を撚り線とし、一部を単線とするこ
とができる。撚り線の導体及び／又は接地ワイヤは、種々のサイズ及び／又は形状を呈し
得る。導体及び／又は接地ワイヤは、金、銀、スズ、及び／又は他の材料を含めた、様々
な金属並びに／あるいは金属材料で、コーティング若しくはメッキを施すことができる。
【００１３】
　導体セットの導体を絶縁するために使用される材料は、ケーブルの所望の電気的特性を
達成する、任意の好適な材料とすることができる。一部の場合には、使用される絶縁体は
、誘電率及びケーブルの全厚を低減するための空気を含む、発泡絶縁体とすることができ
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る。一方又は双方の遮蔽フィルムは、導電層及び非導電性高分子層を含み得る。導電性層
は、銅、銀、アルミニウム、金、及びこれらの合金を含むが、これらに限定されない任意
の好適な導電材料を含んでもよい。遮蔽フィルムは、０．０１ｍｍ～０．０５ｍｍの範囲
の厚さを有し得、ケーブルの全厚は、２ｍｍ未満又は１ｍｍ未満とすることができる。
【００１４】
　ケーブル２は更に、少なくとも挟まれた部分９の間で、遮蔽フィルム８の間に配置され
た接着層１０も含み得る。接着剤層１０は、遮蔽フィルム８の挟まれた部分９を、ケーブ
ル２の挟まれた領域１８において互いに結合する。接着剤層１０は、ケーブル２のカバー
領域１４内に存在する場合があり、又は存在しない場合もある。
【００１５】
　いくつかの場合において、導体セット４は、横方向断面（ｙｚ平面）において、実質的
に曲線的なエンベロープ又は外辺部を有し、遮蔽フィルム８は導体セット４の周囲に配置
されて、ケーブル２の長さＬの少なくとも部分に沿って、好ましくは実質的に全部に沿っ
て、断面形状に一致し、これを維持する。断面形状を維持することは、導体セット４の設
計において意図されるように、導体セット４の電気的特性を維持する。いくつかの従来の
遮蔽付き電気ケーブルでは、導体セットの周囲に伝導性遮蔽体を配置することによって、
導体セットの断面形状を変化させるため、これはそのような従来の遮蔽付き電気ケーブル
よりも有利である。
【００１６】
　図１に示す実施形態では、各導体セット４は、２つの絶縁導体６を有するが、他の実施
形態では、一部又は全ての導体セットが、１つの絶縁導体のみを有する場合があり、又は
３つ以上の絶縁導体６を含む場合もある。例えば、図１の遮蔽電気ケーブルに設計が類似
する、代替的な遮蔽電気ケーブルは、８つの絶縁導体６を有する１つの導体セット、又は
それぞれが１つの絶縁導体６のみを有する８つの導体セットを含み得る。導体セット及び
絶縁導体の配置のこの柔軟性により、開示される遮蔽電気ケーブルを、多種多様な対象用
途に関して好適な方式で構成することが可能になる。例えば、導体セット及び絶縁導体は
、複数の二芯同軸ケーブル（すなわち、それぞれが２つの絶縁導体を有する、複数の導体
セット）、複数の同軸ケーブル（すなわち、それぞれが１つの絶縁導体のみを有する、複
数の導体セット）、又はこれらの組み合わせを形成するように構成することができる。一
部の実施形態では、導体セットは、１つ以上の絶縁導体の周りに配置される導電性遮蔽体
（図示せず）、及びその導電性遮蔽体の周りに配置される絶縁ジャケット（図示せず）を
更に含み得る。
【００１７】
　図１に示す実施形態では、遮蔽電気ケーブル２は、任意選択的な接地導体１２を更に含
む。接地導体１２は、接地線又はドレイン線を含んでもよい。接地導体１２は、絶縁導体
６から離間して、絶縁導体６と実質的に同じ方向に延在することができる。遮蔽フィルム
８を、接地導体１２の周りに配置することができる。接着剤層１０は、接地導体１２の両
側の挟まれた部分９内で、遮蔽フィルム８を互いに結合することができる。接地導体１２
は、少なくとも一方の遮蔽フィルム８と、電気的に接触することができる。
【００１８】
　遮蔽電気ケーブル２は、更にかつ必要に応じて、ケーブル２の両側で配置されたＥＭＩ
吸収層１５を含む。ＥＭＩ吸収層１５は、主として界磁を吸収することによって電磁界を
弱化させる。遮蔽フィルム８は、主として界磁を反射させることによって電磁界を弱化さ
せる。広くは、ケーブル２は、遮蔽フィルム８を有さない又は１つ以上の遮蔽フィルムを
有し得及び／又はＥＭＩ吸収層を有さない又は１つ以上のＥＭＩ吸収層を有し得る。いく
つかの場合において、遮蔽フィルム８及びＥＭＩ吸収層１５は、組み合わされて、しかし
別個にではなく、隣り合う導体セット４間のクロストークを許容可能かつ所定のレベルま
で低減する。このような場合には、各遮蔽フィルム８及びＥＭＩ吸収層１５は、所定のか
つ所望のレベルを超えるレベルまでクロストークを低減するが、組み合わされる場合には
、それらは所定のかつ所望のレベルと等しい又はそれ未満のレベルまで低減する。
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【００１９】
　ＥＭＩ吸収層１５は、主として吸収を通して電磁界を弱化させることが可能な任意のタ
イプの材料を含むことができる。例えば、いくつかの場合では、ＥＭＩ吸収材料は、所望
の周波数範囲において１より大きい、又は２より大きい、又は３より大きい透磁率を有す
る誘電性材料であり得、これは無視できない磁気損失係数を呈する。ＥＭＩ吸収材料の例
としては、ＥＭＩ　Ａｂｓｏｒｂｅｒｓ　ＡＢ－２０００シリーズ又はＥＭＩ　Ａｂｓｏ
ｒｂｅｒｓ　ＡＢ－５０００シリーズが挙げられ、これら双方ともに３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎ
ｙ（Ｓｔ．Ｐａｕｌ、Ｍｉｎｎ．）から購入可能である。ＥＭＩ　Ａｂｓｏｒｂｅｒｓ　
ＡＢ－２０００シリーズは、アクリル系感圧性接着剤と共に、シリコーンゴム及び電磁材
料から形成された薄型の可撓性裏材を含む。ＥＭＩ　Ａｂｓｏｒｂｅｒｓ　ＡＢ－５００
０シリーズは、アクリル接着剤系及び取り外し可能なライナーを備える、ポリマー樹脂中
の可撓性の軟質金属フレーク充填剤を含む。ＥＭＩ吸収材料の例としては、例えば、フェ
ライト材料などの強磁性材料が挙げられる。フェライト材料は、Ｆｅ２Ｏ３及び／又はＦ
ｅ３Ｏ４を含む非導電性の酸化鉄化合物並びに他の金属酸化物から形成されてもよい。い
くつかの場合では、ＥＭＩ吸収材料は、強磁性粉末を含有する高分子樹脂として形成され
得る。いくつかの場合には、ＥＭＩ吸収材料の組成物及び構造は、導体セットによって発
生される電磁界にほぼ関連した１つ以上の周波数で電磁波を吸収するよう選択され得る。
いくつかの場合において、複合ＥＭＩ吸収材料は、周波数の範囲以上に電磁波を吸収する
ことが可能である。
【００２０】
　図２ａ～２ｇの断面図は、様々な遮蔽電気ケーブル、又はケーブルの諸部分を表し得る
。図２ａでは、遮蔽電気ケーブル１０２ａは、単一の導体セット１０４を含む。導体セッ
ト１０４は、ｘ軸又は方向に沿うケーブルの長さに沿って延在し、単一の絶縁導体１０６
を有する。所望の場合、ケーブル１０２ａは、ｙ軸に沿うケーブル１０２ａの幅にわたっ
て互いに離間し、ケーブルの長さに沿って延在する、複数の導体セット１０４を有するこ
とができる。２つの遮蔽フィルム１０８が、ケーブルの対向する側に配置される。更に、
２つのＥＭＩ吸収層１１５が、ケーブルの対向する第１及び第２の側で遮蔽フィルムに配
置される。更に、２つのＥＭＩ吸収層１１５が、ケーブルの対向する側で遮蔽フィルムに
配置される。ケーブル１０２ａは、カバー領域１１４及び挟まれた領域１１８を含む。ケ
ーブル１０２ａのカバー領域１１４内では、遮蔽フィルム１０８は、導体セット１０４を
被覆するカバー部分１０７を含む。ｙｚ平面内の横断面においては、カバー部分１０７が
組み合わされて、導体セット１０４を実質的に包囲する。ケーブル１０２ａの挟まれた領
域１１８内では、遮蔽フィルム１０８は、導体セット１０４の両側に、挟まれた部分１０
９を含む。
【００２１】
　例示的ケーブル１０２ａにおいて、遮蔽フィルムが、ＥＭＩ吸収層と導体セットとの間
に配置される。いくつかの場合において、ＥＭＩ吸収層は、遮蔽フィルムと導体セットと
の間に配置され得る。図２ａに明示的に示されてはいないいくつかの場合では、遮蔽フィ
ルムが、ケーブルの同じ側で２つのＥＭＩ吸収層間に配置されてもよく、又はＥＭＩ吸収
層が、ケーブルの同じ側で２つの遮蔽フィルム間に配置されてもよい。いくつかの場合に
は、このケーブルは、遮蔽フィルムとＥＭＩ吸収層との交互の層を含むことができる。
【００２２】
　任意選択的な接着剤層１１０を、遮蔽フィルム１０８の間に配置することができる。遮
蔽電気ケーブル１０２ａは、任意選択的な接地導体１１２を更に含む。接地導体１１２は
、絶縁導体１０６から離間され、実質的に絶縁導体１０６と同じ方向（ｘ軸）に延在する
。導体セット１０４及び接地導体１１２は、図２ａに示すように、概してｘｙ平面などの
平面内に位置するように配置することができる。
【００２３】
　遮蔽フィルム１０８の第２カバー部分１１３は、接地導体１１２の周りに配置されて、
接地導体１１２を被覆する。接着剤層１１０は、接地導体１１２の両側で、遮蔽フィルム
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１０８を互いに結合することができる。接地導体１１２は、遮蔽フィルム１０８の少なく
とも１つと電気的に接触してもよい。図２ａでは、絶縁導体１０６及び遮蔽フィルム１０
８は、導体セットの両側での伸張で、同軸ケーブル構成で効果的に配置される。図２ａの
同軸ケーブル構成は、シングルエンド回路構成内で使用することができる。
【００２４】
　図２ａの横断面図に示すように、遮蔽フィルム１０８のカバー部分１０７の間に、最大
離隔距離Ｄが存在し、遮蔽フィルム１０８の挟まれた部分１０９の間に、最小離隔距離ｄ

１が存在する。
【００２５】
　図２ａは、ケーブル１０２ａの挟まれた領域１１８内の、遮蔽フィルム１０８の挟まれ
た部分１０９の間に配置され、また、ケーブル１０２ａのカバー領域１１４内の、遮蔽フ
ィルム１０８のカバー部分１０７と絶縁導体１０６との間に配置される、接着剤層１１０
を示す。この配置では、接着剤層１１０は、ケーブルの挟まれた領域１１８内で、遮蔽フ
ィルム１０８の挟まれた部分１０９を一体に結合し、ケーブル１０２ａのカバー領域１１
４内で、遮蔽フィルム１０８のカバー部分１０７を絶縁導体１０６に結合する。
【００２６】
　図２ｂの遮蔽ケーブル１０２ｂは、同様の参照番号によって同様の要素が特定されるこ
とで、図２ａのケーブル１０２ａに同様である。図２ｂでは、任意選択的接着層１１０は
、ケーブル１０２ｂのカバー領域１１４内の遮蔽フィルム１０８のカバー諸部分１０７と
絶縁導体１０６との間には存在しない。この配置では、接着剤層１１０は、ケーブルの挟
まれた領域１１８内で、遮蔽フィルム１０８の挟まれた部分１０９を一体に結合するが、
接着剤層１１０は、ケーブル１０２ｂのカバー領域１１４内で、遮蔽フィルム１０８のカ
バー部分１０７を絶縁導体１０６に結合しない。
【００２７】
　図２ｃを参照すると、遮蔽電気ケーブル２０２ｃは、図２ａの遮蔽電気ケーブル１０２
ａに同様である。ケーブル２０２ｃは、２つの絶縁導体２０６を有する３単一の導体セッ
ト２０４を有する。所望の場合、ケーブル２０２ｃは、ケーブル２０２ｃの幅にわたって
離間し、ケーブルの長さに沿って延在する、複数の導体セット２０４を有するように、作
製することができる。絶縁導体２０６は、概して単一平面（ｘｙ平面）内に、二芯同軸構
成で有効に配置される。図２ｃの二芯同軸ケーブル構成は、差動ペア回路構成内で、又は
シングルエンド回路構成内で使用することができる。
【００２８】
　２つの遮蔽フィルム２０８及びＥＭＩ吸収層１１５は、導体セット２０４の対向する側
に配置される。ケーブル２０２ｃは、カバー領域２１４及び挟まれた領域２１８を含む。
ケーブル２０２ｃのカバー領域２１４内では、遮蔽フィルム２０８は、導体セット２０４
を被覆するカバー部分２０７を含む。横断面においては、カバー部分２０７が組み合わさ
れて、導体セット２０４を実質的に包囲する。ケーブル２０２ｃの挟まれた領域２１８内
では、遮蔽フィルム２０８は、導体セット２０４の両側に、挟まれた部分２０９を含む。
【００２９】
　任意選択的な接着剤層２１０ｃを、遮蔽フィルム２０８の間に配置することができる。
遮蔽電気ケーブル２０２ｃは、任意選択的な接地導体２１２を更に含む。接地導体２１２
は、絶縁導体２０６から離間し、ｘ軸に沿って絶縁導体２０６と実質的に同じ方向に延在
する。導体セット２０４及び接地導体２１２は、図２ｃに示すように、概してｘｙ平面な
どの一平面内に位置するように配置することができる。
【００３０】
　図２ｃの断面図に示すように、遮蔽フィルム２０８のカバー部分２０７の間に、最大離
隔距離Ｄが存在し、遮蔽フィルム２０８の挟まれた部分２０９の間に、最小離隔距離ｄ１

が存在し、絶縁導体２０６の間の遮蔽フィルム２０８の間に、最小離隔距離ｄ２が存在す
る。ケーブル２０２ｃは、遮蔽フィルム１０８のカバー部分１０７間の最大離間距離Ｄ、
遮蔽フィルム１０８のカバー部分１０７間の最小離間距離ｄ２、遮蔽フィルム１０８の挟
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まれた部分１０９間の最小離間距離ｄ１によって特徴付けることができる。いくつかの場
合、比ｄ１／Ｄは、０．２５未満又は０．１未満である。一部の場合では、ｄ２／Ｄは、
０．３３よりも大きい。
【００３１】
　図２ｃは、ケーブル２０２の挟まれた領域２１８内の、遮蔽フィルム２０８の挟まれた
部分２０９の間に配置され、また、ケーブル２０２ｃのカバー領域２１４内の、遮蔽フィ
ルム２０８のカバー部分２０７と絶縁導体２０６との間に配置される、接着剤層２１０ｃ
を示す。この配置では、接着剤層２１０ｃは、ケーブル２０２ｃの挟まれた領域２１８内
で、遮蔽フィルム２０８の挟まれた部分２０９を一体に結合し、同様にケーブル２０２ｃ
のカバー領域２１４内で、遮蔽フィルム２０８のカバー部分２０７を絶縁導体２０６に結
合する。
【００３２】
　図２ｄの遮蔽ケーブル２０２ｄは、図２ｃのケーブル２０２ｃと類似しており、同様の
要素は、同様の参照番号によって特定されるが、ただしケーブル２０２ｄ内では、任意選
択的な接着剤層２１０ｄが、ケーブルのカバー領域２１４内の、遮蔽フィルム２０８のカ
バー部分２０７と絶縁導体２０６との間には存在しない。この配置では、接着剤層２１０
ｄは、ケーブルの挟まれた領域２１８内で、遮蔽フィルム２０８の挟まれた部分２０９を
一体に結合するが、ケーブル２０２ｄのカバー領域２１４内では、遮蔽フィルム２０８の
カバー部分２０７を絶縁導体２０６に結合しない。
【００３３】
　ここで図２ｅを参照すると、図２ａの遮蔽電気ケーブル１０２ａと多くの点で類似する
、遮蔽電気ケーブル３０２の横断面図が示される。しかしながら、ケーブル１０２ａは、
単一の絶縁導体１０６のみを有する単一の導体セット１０４を含むが、ケーブル３０２は
、ｘ軸又は方向に沿いケーブル３０２の長さに沿って延在する２つの絶縁導体３０６を有
する、単一の導体セット３０４を含む。ケーブル３０２は、ケーブル３０２の幅にわたっ
て互いに離間し、ケーブル３０２の長さに沿って延在する、複数の導体セット３０４を有
するように、作製することができる。絶縁導体３０６は、撚り合わさる対ケーブル構成内
に効果的に配置され、これにより、絶縁導体３０６は互いに巻きついて、ｘ軸又は方向に
沿い、ケーブル３０２の長さに沿って延在する。
【００３４】
　図２ｆは、同様に図２ａの遮蔽電気ケーブル１０２ａと多くの点で類似する、別の遮蔽
電気ケーブル４０２を示す。しかしながら、ケーブル１０２ａが、単一の絶縁導体１０６
のみを有する単一の導体セット１０４を含む一方で、ケーブル４０２は、ｘ軸又は方向に
沿いケーブル４０２の長さに沿って延在する４つの絶縁導体４０６を有する単一の導体セ
ット４０４を含む。このケーブル４０２は、ｙ軸に沿ってケーブル３０２の幅に対して互
いに間隔をおいて離れ、並びにｘ軸に沿いケーブル３０２の長さに沿って延在する複数の
導体セット４０４を有するよう作られてもよい。
【００３５】
　絶縁導体４０６は、４連ケーブル構成において効果的に構成され、これにより絶縁導体
４０６は、絶縁導体４０６がｘ軸に沿いケーブル４０２の長さに沿って延在するに伴って
、互いに撚り合わされてもよいし、そうでなくてもよい。
【００３６】
　図２ａ～２ｆを再び参照すると、遮蔽電気ケーブルの更なる実施形態は、概して単一平
面内に配置される複数の離間した導体セット１０４、２０４、３０４、若しくは導体セッ
ト４０４、又はこれらの組み合わせを含み得る。所望により、遮蔽電気ケーブルは、導体
セットの絶縁導体から離間し、導体セットの絶縁導体と概して同じ方向に延在する複数の
接地導体１１２を含み得る。一部の構成では、導体セット及び接地導体は、概して単一平
面内に配置することができる。図２ｇは、そのような遮蔽電気ケーブルの例示的実施形態
を示す。
【００３７】
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　図２ｇを参照すると、遮蔽電気ケーブル５０２は、概してｘｙ平面で配置された複数の
間隔をおいて離れた導体セット５０４ａ、５０４ｂを含み、各導体セットは、１つ以上の
絶縁導体５０６を含む。遮蔽電気ケーブル５０４は、導体セット５０４ａと５０４ｂとの
間、及び遮蔽電気ケーブル５０２の両側、すなわち両縁部に配置される、任意選択的な接
地導体１１２を更に含む。
【００３８】
　第１及び第２の遮蔽フィルム５０８は、ケーブル５０２の対向する第１及び第２の側に
配置され、ｙｚ平面内の横断面図においてケーブル５０２がカバー領域５２４及び挟まれ
た領域５２８を含むように配置される。ケーブルのカバー領域５２４内では、第１及び第
２の遮蔽フィルム５０８のカバー部分５１７が、横断面において、各導体セット５０４ａ
、５０４ｂを実質的に包囲する。例えば、第１及び第２の遮蔽フィルムのカバー部分が組
み合わされて、各導体セットの周辺部の少なくとも７０％を取り囲むことによって、各導
体セットを実質的に包囲する。第１及び第２の遮蔽フィルム５０８の挟まれた部分５１９
は、各導体セット５０４ａ、５０４ｂの両側に、挟まれた領域５１８を形成する。
【００３９】
　遮蔽フィルム５０８が、接地導体１１２の周りに配置される。任意選択的な接着剤層５
１０が、遮蔽フィルム５０８（shielding films 208）の間に配置され、各導体セット５
０４ａ、５０４ｂの両側の挟まれた領域５２８内で、遮蔽フィルム５０８の挟まれた部分
５１９を互いに結合する。遮蔽電気ケーブル５０２は、同軸ケーブル配置（導体セット５
０４ａ）と二芯同軸ケーブル配置（導体セット５０４ｂ）との組み合わせを含み、それゆ
え、ハイブリッドケーブル配置と称することができる。いくつかの場合において、ケーブ
ル５０２は、図２ｇには明示的に示されていないが、ケーブルの１つの側又は両側の導体
セットに配置された、１つ以上のＥＭＩ吸収層を含むことができる。
【００４０】
　開示される遮蔽ケーブル内で使用される遮蔽フィルムは、様々な構成を有し得、様々な
方式で作製することができる。図７ａ～７ｄは、本発明の態様による、遮蔽電気ケーブル
の４つの例示的実施形態を示す。図３ａ～３ｄは、遮蔽電気ケーブルの遮蔽フィルムの構
成体の様々な実施例を示す。一態様では、遮蔽フィルムの少なくとも１つは、導電性層及
び非導電性高分子層を含む場合がある。導電性層は、銅、銀、アルミニウム、金、及びこ
れらの合金を含むが、これらに限定されない任意の好適な導電材料を含んでもよい。非導
電性高分子層は、ポリエステル、ポリイミド、ポリアミド－イミド、ポリテトラフルオロ
エチレン、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリフェニレンスルフィド、ポリエチレンナ
フタレート、ポリカーボネート、シリコーンゴム、エチレンプロピレンジエンゴム、ポリ
ウレタン、アクリレート、シリコーン、天然ゴム、エポキシ、及び合成ゴム接着剤を含む
が、これらに限定されない任意の好適な高分子材料を含み得る。非導電性高分子層には、
対象用途に好適な特性をもたらすために、１つ以上の接着剤及び／又は充填剤を含めても
よい。別の態様において、遮蔽フィルムの少なくとも１つは、導電性層と非導電性高分子
層との間に配置される積層接着層を含んでもよい。非導電層上に配置される導電層を有す
るか、又は別の方法で、導電性の１つの主要外表面と実質的に非導電性の反対側の主要外
表面とを有する、遮蔽フィルムに関しては、遮蔽フィルムは、必要に応じて幾つかの異な
る配向で、遮蔽ケーブル内に組み込むことができる。一部の場合には、例えば、導電性表
面が、絶縁ワイヤの導体セット、及び接地ワイヤに面することができ、一部の場合には、
非導電性表面が、それらの構成要素に面することができる。２つの遮蔽フィルムが、ケー
ブルの対向する側に使用される場合には、それらのフィルムは、それらの導電性表面が互
いに向かい合い、それぞれが導体セット及び接地ワイヤに面するように配向することがで
き、又はそれらのフィルムは、それらの非導電性表面が互いに向かい合い、それぞれが導
体セット及び接地ワイヤに面するように配向することができ、あるいはそれらのフィルム
は、一方の遮蔽フィルムの導電性表面が、導体セット及び接地ワイヤに面するが、ケーブ
ルの他方の面からは、他方の遮蔽フィルムの非導電性表面が、導体セット及び接地ワイヤ
に面するように配向することができる。
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【００４１】
　一部の場合には、少なくとも一方の遮蔽フィルムは、柔軟な、又は可撓性の金属箔など
の、単独型の導電性フィルムを含み得る。遮蔽フィルムの構造体は、例えば、遮蔽された
電気ケーブルの可撓性、電気性能、及び構成（例えば、接地導体の存在及び位置など）な
ど、対象用途に好適な設計パラメータの数を基準として選択されてもよい。一部の場合に
は、遮蔽フィルムは、一体的に形成された構成体を有する。一部の場合には、遮蔽フィル
ムは０．０１ｍｍ～０．０５ｍｍの範囲の厚さを有し得る。遮蔽フィルムは、望ましくは
、導体セット間に、分離、遮蔽、及び正確な間隔を提供して、より自動化された、より低
コストのケーブル製造プロセスを可能にする。更に、遮蔽フィルムは導電性シートであり
、「シグナルサックアウト」すなわち、共振（これによって高信号減衰が特定の周波数帯
域で生じる）として知られる現象を防ぐ。この現象は一般的に、導電性遮蔽体が導体セッ
トの周囲に巻き付けられているリボンである、従来の遮蔽電気ケーブルに発生する。
【００４２】
　図３ａは、単一の導体セット８０４を示す、遮蔽電気ケーブル８０２の幅全体にわたる
断面図である。各導体セット８０４は、ｘ軸に沿うケーブル８０２の長さに沿って延在す
る、２つの絶縁導体８０６を含む。ケーブル８０２は、ｙ軸に沿うケーブル８０２の幅に
わたって互いから間隔を置いて配置された複数の導体セット８０４を含み得る。２つの遮
蔽フィルム８０８は、各遮蔽フィルムが非導電性高分子層８０８ｂに配置された導電性層
８０８ａを含むところの、ケーブル８０２の対向する側に配置される。非導電性高分子層
８０８ｂは、絶縁導体８０６に面する。導電性層８０８ａは、任意の好適な方法を使用し
て、非導電性高分子層８０８ｂ上に堆積されてもよい。ｙｚ平面内の横断面において、遮
蔽フィルム８０８のカバー部分８０７は組み合わされて、ケーブル８０２のカバー領域８
１４における導体セット８０４を実質的に包囲する。例えば、第１及び第２の遮蔽フィル
ムのカバー部分が組み合わされて、各導体セットの周辺部の少なくとも７０％を取り囲む
ことによって、各導体セットを実質的に包囲する。遮蔽フィルム８０８の挟まれた部分８
０９は、導体セット８０４の両側に、ケーブル８０２の挟まれた領域８１８を形成する。
【００４３】
　遮蔽フィルム８０８は、ケーブル８０２の挟まれた領域８１８内で、遮蔽フィルム８０
８の挟まれた部分８０９を互いに結合する、任意選択的な接着剤層８１０ａ、８１０ｂを
含み得る。接着剤層８１０ａは、一方の非導電性高分子層８０８ｂ上に配置され、接着剤
層８１０ｂは、もう一方の非導電性高分子層８０８ｂ上に配置される。接着剤層８１０ａ
、８１０ｂは、ケーブル８０２のカバー領域８１４内に存在する場合があり、又は存在し
ない場合もある。存在する場合には、接着剤層８１０ａ、８１０ｂは、遮蔽フィルム８０
８のカバー部分８０７の幅にわたって完全に、又は部分的に延在して、遮蔽フィルム８０
８のカバー部分８０７を、絶縁導体８０６に結合することができる。
【００４４】
　この実施例では、絶縁導体８０６及び遮蔽フィルム８０８は、概してｘｙ平面などの単
一平面内に、及び二芯同軸構成で有効に配置され、この二芯同軸構成は、シングルエンド
回路構成内で、又は差動ペア回路構成内で使用することができる。
【００４５】
　図３ｂは、単一の導体セット９０４を示す、遮蔽電気ケーブル９０２の幅全体にわたる
断面図である。導体セット９０４は、ｘ軸に沿うケーブル９０２の長さに沿って延在する
、２つの絶縁導体９０６を含む。ケーブル９０２は、ｙ軸に沿うケーブル９０２の幅に沿
って互いに離間し、ケーブル９０２の長さに沿って延在する、複数の導体セット９０４を
含み得る。２つの遮蔽フィルム９０８は、各遮蔽フィルムが、非導電性高分子層９０８ｂ
に配置された導電性層９０８ａを含む、ケーブル９０２の対向する側に配置される。導電
性層９０８ａは、絶縁導体９０６に面する。導電性層９０８ａは、任意の好適な方法を使
用して、非導電性高分子層９０８ｂ上に堆積されてもよい。横断面においては、遮蔽フィ
ルム９０８のカバー部分９０７が組み合わされて、ケーブル９０２のカバー領域９１４内
で、導体セット９０４を実質的に包囲する。遮蔽フィルム９０８の挟まれた部分９０９は
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、導体セット９０４の両側に、ケーブル９０２の挟まれた領域９１８を形成する。
【００４６】
　１つ以上の任意選択的な接着剤層９１０ａ、９１０ｂが、導体セット９０４の両側の挟
まれた領域９１８内で、遮蔽フィルム９０８の挟まれた部分９０９を互いに結合する。接
着剤層９１０ａ、９１０ｂは、遮蔽フィルム９０８のカバー部分９０７の幅にわたって完
全に、又は部分的に延在することができる。絶縁導体９０６は、概して単一平面内に配置
され、二芯同軸ケーブル構成を有効に形成し、シングルエンド回路構成内で、又は差動ペ
ア回路構成内で使用することができる。
【００４７】
　図３ｃは、単一の導体セット１００４を示す、遮蔽電気ケーブル１００２の幅全体にわ
たる断面図である。各導体セット１００４は、ｘ軸に沿うケーブル１００２の長さに沿っ
て延在する、２つの絶縁導体１００６を含む。ケーブル１００２は、ｙ軸に沿うケーブル
１００２の幅に沿って互いに離間し、ケーブル１００２の長さに沿って延在する、複数の
導体セット１００４を含み得る。２つの遮蔽フィルム１００８は、ケーブル１００２の対
向する側に配置されて、カバー部分１００７を含む。横断面においては、カバー部分１０
０７が組み合わされて、ケーブル１００２のカバー領域１０１４内で、導体セット１００
４を実質的に包囲する。遮蔽フィルム１００８の挟まれた部分１００９は、導体セット１
００４の両側に、ケーブル１００２の挟まれた領域１０１８を形成する。
【００４８】
　ケーブル１００２は、挟まれた領域１０１８において導体セット１００４の両側で、遮
蔽フィルム１００８の挟まれた部分１００９を互いに結合する、１つ以上の任意の接着剤
層１０１０ａ、１０１０ｂを含む。接着剤層１０１０ａ、１０１０ｂは、遮蔽フィルム１
００８のカバー部分１００７の幅にわたって完全に、又は部分的に延在することができる
。絶縁導体１００６は、概してｘｙ平面などの単一平面内に、及び二芯動軸ケーブル構成
で有効に配置され、この二芯同軸ケーブル構成は、シングルエンド回路構成又は差動ペア
回路構成内で使用することができる。遮蔽フィルム１００８は、単独型の導電性フィルム
を含む。
【００４９】
　図３ｄは、単一の導体セット１１０４を示す、遮蔽電気ケーブル１１０２の断面図であ
る。導体セット１１０４は、ｘ軸に沿うケーブル１１０２の長さに沿って延在する、２つ
の絶縁導体１１０６を含む。ケーブル１１０２は、ｙ軸に沿うケーブル１１０２の幅に沿
って互いに離間し、ケーブル１１０２の長さに沿って延在する、複数の導体セット１１０
４を含み得る。２つの遮蔽フィルム１１０８は、ケーブル１１０２の対向する側に配置さ
れて、カバー部分１１０７を含む。横断面においては、カバー部分１１０７が組み合わさ
れて、ケーブル１１０２のカバー領域１１１４内で、導体セット１１０４を実質的に包囲
する。遮蔽フィルム１１０８の挟まれた部分１１０９は、導体セット１１０４の両側に、
ケーブル１１０２の挟まれた領域１１１８を形成する。
【００５０】
　遮蔽フィルム１１０８は、１つ以上の任意の接着層１１１０ａを１１１０ｂを含み、こ
れは遮蔽フィルム１１０８の挟まれた部分１１０９を、導体セット１１０４の両側で挟ま
れた領域１１１８において互いに結合する。接着剤層１１１０ａ、１１１０ｂ（adhesive
 layer 1010a, 1010b）は、遮蔽フィルム１１０８のカバー部分１１０７の幅にわたって
完全に、又は部分的に延在することができる。
【００５１】
　絶縁導体１１０６は、概してｘｙ平面などの単一平面内に、及び二芯同軸ケーブル構成
で有効に配置される。この二芯同軸ケーブル構成は、シングルエンド回路構成内で、又は
差動回路構成内で使用することができる。遮蔽フィルム１１０８は、導電性層１１０８ａ
と、非導電性高分子層１１０８ｂと、導電性層１１０８ａと非導電性高分子層１１０８ｂ
との間に配置される積層接着層１１０８ｃとを含み、これによって導電性層１１０８ａを
非導電性高分子層１１０８ｂに積層する。導電性層１１０８ａは絶縁導体１１０６に面す
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る。
【００５２】
　本明細書の他の部分で論じられるように、ケーブル構成体内で接着剤材料を使用して、
ケーブルのカバー領域で、１つ又は２つの遮蔽フィルムを、１つ、一部、若しくは全ての
導体セットに結合することができ、及び／又は接着剤材料を使用して、ケーブルの挟まれ
た領域で、２つの遮蔽フィルムを一体に結合することができる。接着剤材料の層は、少な
くとも一方の遮蔽フィルム上に配置することができ、２つの遮蔽フィルムが、ケーブルの
対向する側に使用される場合には、接着剤材料の層は、双方の遮蔽フィルム上に配置する
ことができる。後者の場合では、一方の遮蔽フィルム上に使用される接着剤は、好ましく
は、他方の遮蔽フィルム上に使用される接着剤と同じであるが、所望の場合、異なるもの
にすることができる。所定の接着剤層は、電気的絶縁性の接着剤を含み得、２つの遮蔽フ
ィルムの間に絶縁性結合を提供することができる。更には、所定の接着剤層は、少なくと
も一方の遮蔽フィルムと、１つ、一部、若しくは全ての導体セットの、絶縁導体との間、
及び少なくとも一方の遮蔽フィルムと、１つ、一部、若しくは全ての接地導体（存在する
場合）との間に、絶縁性結合を提供することができる。あるいは、所定の接着剤層は、導
電性の接着剤を含み得、２つの遮蔽フィルムの間に導電性結合を提供することができる。
更には、所定の接着剤層は、少なくとも一方の遮蔽フィルムと、１つ、一部、若しくは全
ての接地導体（存在する場合）との間に、導電性結合を提供することができる。好適な導
電性接着剤は、電流の流れを提供するために導電性粒子を含む。導電性粒子は、現在使用
されている任意のタイプの粒子、例えば、球体、フレーク、ロッド、立方体、非晶質、又
は他の粒子形状であり得る。それらは、カーボンブラック、カーボンファイバー、ニッケ
ル球体、ニッケルがコーティングされた銅球体、金属がコーティングされた酸化物、金属
がコーティングされた高分子繊維、又は他の類似の導電性粒子など、固体又は実質的に固
体粒子であってもよい。これらの導電性粒子は、銀、アルミニウム、ニッケル、又は酸化
インジウムスズなどの導電材料でめっきされている若しくはコーティングされている電気
絶縁材料から作製されてもよい。金属がコーティングされた絶縁材料は、実質的に中空の
粒子、例えば、中空のガラス球体であってもよく、又はガラスビーズ若しくは金属酸化物
など中実材料を含んでもよい。導電性粒子は、カーボンナノチューブなど、約数十マイク
ロメートルから、ナノメーターサイズの大きさまでの材料であってもよい。好適な導電性
接着剤はまた、導電性高分子マトリックスを含んでもよい。
【００５３】
　所定のケーブル構成体内で使用される場合、接着剤層は、好ましくは、ケーブルの他の
要素に対して、形状が実質的に適合可能であり、ケーブルの屈曲運動に関して適合可能で
ある。一部の場合には、所定の接着剤層は、実質的に連続的なものとすることができ、例
えば、所定の遮蔽フィルムの所定の主要表面の、実質的に全長及び全幅に沿って延在する
。場合によっては、接着層は実質的に不連続であってもよい。例えば、接着剤層は、所定
の遮蔽フィルムの長さ又は幅に沿った、一部の部分内にのみ存在することができる。不連
続接着剤層は、例えば、複数の長手方向の接着ストライプを含み得、この接着ストライプ
は、例えば、各導体セットの両側の遮蔽フィルムの挟まれた部分間、及び接地導体（存在
する場合）の側方の遮蔽フィルム間に配置される。所定の接着剤材料は、感圧接着剤、ホ
ットメルト接着剤、熱硬化接着剤、及び硬化接着剤のうちの少なくとも１つとすることが
でき、又は少なくとも１つを含み得る。接着剤層は、１つ以上の絶縁導体と遮蔽フィルム
との間の結合よりも実質的に強固な結合を、遮蔽フィルム間に提供するように、構成する
ことができる。このことは、例えば、接着剤配合の適切な選択によって、達成することが
できる。この接着剤構成の有利点は、遮蔽フィルムを、絶縁導体の絶縁体から容易にスト
リッピングすることが可能になる点である。他の場合には、接着剤層は、実質的に等しい
強度の、遮蔽フィルム間の結合、及び１つ以上の絶縁導体と遮蔽フィルムとの間の結合を
提供するように、構成することができる。この接着剤構成の有利点は、絶縁導体が、遮蔽
フィルム間に係留される点であるこの構成体を有する遮蔽電気ケーブルが屈曲される場合
、このことにより、相対運動を小さくすることが可能になり、それゆえ、遮蔽フィルムが
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座屈する可能性が低減される。好適な結合強度は対象用途によって選択されてもよい。一
部の場合には、約０．１３ｍｍ未満の厚さを有する、適合性接着剤層を使用することがで
きる。例示的実施形態では、接着剤層は、約０．０５ｍｍ未満の厚さを有する。
【００５４】
　所定の接着剤層は、遮蔽電気ケーブルの、所望の機械的性能特性及び電気的性能特性を
達成するように、適合することができる。例えば、接着剤層は、導体セット間の区域内の
、遮蔽フィルム間で、より薄くなるように適合することができ、このことは、遮蔽ケーブ
ルの、少なくとも横方向の可撓性を増大させる。このことにより、遮蔽ケーブルを、より
容易に、曲線状の外側ジャケット内に定置することが可能になり得る。一部の場合には、
接着剤層は、導体セットに直接隣接する区域内で、より厚くなるように適合し、その導体
セットに実質的に適合することができる。このことにより、これらの区域内で、機械的強
度が増大し、遮蔽フィルムの曲線形状の形成を可能にすることができ、このことは、例え
ばケーブルを屈曲させる間の、遮蔽ケーブルの耐久性を増大させることができる。更には
、このことは、遮蔽ケーブルの長さに沿って、遮蔽フィルムに対する絶縁導体の位置及び
間隔を維持するために役立つことができ、このことは、遮蔽ケーブルの、より均一なイン
ピーダンス、及びより優れた信号保全性をもたらし得る。
【００５５】
　所定の接着剤層は、有効に、導体セット間の区域内、例えばケーブルの挟まれた領域内
の、遮蔽フィルム間で、部分的に、又は完全に除去されるように、適合することができる
。結果として、遮蔽フィルムは、これらの区域内で、互いに電気的に接触することができ
、このことにより、ケーブルの電気的性能が向上し得る。一部の場合には、接着剤層は、
有効に、少なくとも一方の遮蔽フィルムと接地導体との間で、部分的に、又は完全に除去
されるように、適合することができる。結果として、接地導体は、これらの区域内で、少
なくとも一方の遮蔽フィルムと電気的に接触することができ、このことにより、ケーブル
の電気的性能が向上し得る。接着剤の薄い層が、少なくとも一方の遮蔽フィルムと所定の
接地導体との間に残存する場合であっても、接地導体上の隆起が、この薄い接着剤層を突
き抜けて、目的とされる電気的接触を確立することができる。
【００５６】
　図４ａ～４ｃは、遮蔽電気ケーブル内の接地導体の定置の実施例を示す、遮蔽電気ケー
ブルの３つの例示的実施形態の断面図である。遮蔽電気ケーブルの一態様は、遮蔽体の適
切な接地であり、そのような接地は、数多くの方式で達成することができる。一部の場合
には、所定の接地導体が、少なくとも一方の遮蔽フィルムと電気的に接触することにより
、その所定の接地導体を接地させることはまた、その遮蔽フィルムも接地させることがで
きる。そのような接地導体はまた、「ドレインワイヤ」と称することもできる。遮蔽フィ
ルムと接地導体との電気的接触は、比較的低いＤＣ抵抗、例えば、１０オーム未満、又は
２オーム未満、又は実質的に０オームのＤＣ抵抗によって特徴付けることができる。一部
の場合には、所定の接地導体は、遮蔽フィルムと電気的に接触しないが、例えば、プリン
ト回路基板、パドル基板、又は他のデバイスの、導電経路若しくは他の接点要素などの、
任意の好適な終端構成要素の任意の好適な個々の接点要素に、独立して終端される、ケー
ブル構成体内の個別要素とすることができる。そのような接地導体はまた、「接地ワイヤ
」と称することもできる。図４ａは、接地導体が遮蔽フィルムの外側に配置されている、
代表的な遮蔽付き電気ケーブルを示す。図４ｂ～４ｃは、接地導体が、遮蔽フィルム間に
位置し、また導体セット内に含まれ得る、実施形態を示す。１つ以上の接地導体は、遮蔽
フィルムの外側に、遮蔽フィルムの間に、又は両方の組み合わせで、任意の好適な位置に
配置され得る。
【００５７】
　図４ａを参照すると、遮蔽電気ケーブル１２０２は、ｘ軸に沿うケーブル１２０２の長
さに沿って延在する単一の導体セット１２０４を含む。導体セット１２０４は、２つの絶
縁導体１２０６、すなわち、一対の絶縁導体を含む。ケーブル１２０２は、ｙ軸に沿うケ
ーブルの幅にわたって互いに離間し、ケーブル１２０２の長さに沿って延在する、複数の
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導体セット１２０４を含み得る。２つの遮蔽フィルム１２０８は、ケーブル１２０２の対
向する第１及び第２の側に配置され、カバー部分１２０７と挟まれた部分１２０９とを含
む。横断面においては、カバー部分１２０７が組み合わされて、導体セット１２０４を実
質的に包囲する。任意選択的な接着剤層１２１０が、遮蔽フィルム１２０８の挟まれた部
分１２０９の間に配置され、導体セット１２０４の両側で、遮蔽フィルム１２０８を互い
に結合する。絶縁導体１２０６は、概してｘｙ平面などの単一平面内に、及び二芯同軸ケ
ーブル構成で有効に配置され、この二芯同軸ケーブル構成は、シングルエンド回路構成又
は差動ペア回路構成内で使用することができる。遮蔽された電気ケーブル１２０２は、遮
蔽フィルム１２０８の外側に配置された複数の接地導体１２１２を更に含む。接地導体１
２１２は、導体セット１２０４の上に、これの下に、又は両側に配置される。任意に、遮
蔽された電気ケーブル１２０２は、遮蔽フィルム１２０８及び接地導体１２１２を包囲す
る保護フィルム１２２０を含む。保護フィルム１２２０は、保護層１２２０ａと、保護層
１２２０ａを遮蔽フィルム１２０８及び接地導体１２１２に結合する接着層１２２０ｂと
、を含む。あるいは、遮蔽フィルム１２０８及び接地導体１２１２は、例えば、導電性ブ
レイドなどの外側の導電性遮蔽部、及び外側の絶縁ジャケット（図示せず）によって包囲
されてもよい。場合によっては、少なくとも１つの保護層１２２０ａ及び接着層１２２０
ｂが、導電性であることができる。
【００５８】
　図４ｂを参照すると、遮蔽電気ケーブル１３０２は、ｘ軸に沿うケーブル１３０２の長
さに沿って延在する、単一の導体セット１３０４を含む。導体セット１３０４は、２つの
絶縁導体１３０６を含む。ケーブル１３０２は、ｙ軸に沿うケーブル１３０２の幅にわた
って互いに間隔を置いて配置され、ケーブル１３０２の長さに沿って延在する、複数の導
体セット１３０４を含んでもよい。２つの遮蔽フィルム１３０８は、ケーブル１３０２の
対向する第１及び第２の側に配置され、カバー部分１３０７と挟まれた部分１３０９とを
含む。横断面においては、カバー部分が組み合わされて、導体セット１３０４を実質的に
包囲する。任意選択的な接着剤層１３１０が、遮蔽フィルム１３０８の挟まれた部分１３
０９間に配置され、導体セット１３０４の両側で、遮蔽フィルム１３０８を互いに結合す
る。絶縁導体１３０６は、概ね単一平面に、及び二芯同軸又は差動ペアケーブル構成に効
果的に配置される。遮蔽された電気ケーブル１３０２は、遮蔽フィルム１３０８間に配置
される複数の接地導体１３１２を更に含む。接地導体１３１２の２つは、導体セット１３
０４に含まれ、接地導体１３１２の２つは、導体セット１３０４から離間される。
【００５９】
　図４ｃを参照すると、遮蔽電気ケーブル１４０２は、ｘ軸に沿うケーブル１４０２の長
さに沿って延在する、単一の導体セット１４０４を含む。導体セット１４０４は、２つの
絶縁導体１４０６を含む。ケーブル１４０２は、ｙ軸に沿うケーブル１４０２の幅にわた
って互いに間隔を置いて配置され、ケーブル１４０２の長さに沿って延在する、複数の導
体セット１３０４を含んでもよい。２つの遮蔽フィルム１４０８は、ケーブル１４０２の
対向する第１及び第２の側に配置され、カバー部分１４０７と挟まれた部分１４０９とを
含む。横断面において、カバー部分１４０７が組み合わされて、導体セット１４０４を実
質的に包囲する。任意選択的な接着剤層１４１０が、遮蔽フィルム１４０８の挟まれた部
分１４０９の間に配置され、導体セット１４０４の両側で、遮蔽フィルム１４０８を互い
に結合する。絶縁導体１４０６は、概ね単一平面に、及び二芯同軸又は差動ペアケーブル
構成に効果的に配置される。遮蔽された電気ケーブル１４０２は、遮蔽フィルム１４０８
間に配置される複数の接地導体１４１２を更に含む。接地導体１４１２の全ては、導体セ
ット１４０４に含まれる。２つの接地導体１４１２及び絶縁導体１４０６は、概ねｘｙ平
面などの単一平面で配置されている。遮蔽電気ケーブル１４０２は、遮蔽フィルム１４０
８上に配置されたＥＭＩ吸収層１４５０と、ケーブルの両側に配置された導体セット１４
０４と、を更に含む。
【００６０】
　図５ａ～５ｇは、図１に示すものと実質的に同じであり得る、遮蔽電気ケーブルを作製
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する例示的方法を示す。
【００６１】
　図５ａに示す工程では、絶縁導体が、例えば、押出成形などの任意の好適な方法を使用
して形成されるか、又は他の方法で提供される。絶縁導体６は、導体６ｂに包囲された導
体６ａを含み、任意の好適な長さから形成されてもよい。絶縁導体６は次いで、そのよう
に提供されてもよく、又は所望の長さに切断されてもよい。接地導体１２（図５ｃを参照
）を、同様な方式で、形成及び提供することができる。
【００６２】
　図５ｂに示す工程では、１つ以上の遮蔽フィルム８が形成される。任意の好適な方法、
例えば、連続ワイドウェブプロセスなどを使用して、単一層又は多層ウェブが形成されて
もよい。各遮蔽フィルム８は、任意の好適な長さで形成することができる。遮蔽フィルム
８は、この場合、そのような長さで提供することができ、あるいは所望の長さ及び／又は
幅に切断することができる。遮蔽フィルム８は、横断方向の部分的な折り曲げを有するよ
うに事前形成して、長手方向の可撓性を増大させることができる。遮蔽フィルム８の一方
又は両方は、適合性接着層１０を含んでもよく、これは例えば、積層、コーティング又は
スパッタリングなどの任意の好適な方法を使用して遮蔽フィルム８上に形成され得る。
【００６３】
　図５ｃに図示する工程では、複数の絶縁導体６、接地導体１２、及び遮蔽フィルム８が
提供される。形成ツール２４が提供される。成形工具２４は、遮蔽電気ケーブル２の所望
の断面形状に対応する形状を有する、一対の成形ロール２６ａ、２６ｂを含み、この成形
工具はまた、ロール間隙２８も含む。絶縁導体６、接地導体１２、及び遮蔽フィルム８は
、本明細書で示し、及び／又は説明されるいずれかのケーブルなどの、所望の遮蔽電気ケ
ーブル２の構成に従って配置され、成形ロール２６ａ、２６ｂの近位に位置決めされ、そ
の後、成形ロール２６ａ、２６ｂのロール間隙２８内へと同時に供給されて、成形ロール
２６ａ、２６ｂの間に配置される。形成ツール２４は、導体セット４及び接地導体１２の
周辺に遮蔽フィルム８を形成し、遮蔽フィルム８を互いに、各導体セット４及び接地導体
１２の両側で結合する。結合を促進するために熱が適用されてもよい。この実施形態では
、導体セット４及び接地導体１２の周辺に遮蔽フィルム８を形成すること、並びに遮蔽フ
ィルム８を互いに、各導体セット４及び接地導体１２の両側で結合することは単一操作で
生じるが、他の実施形態では、これらの工程は別個の操作で生じる場合がある。
【００６４】
　他の層が、成形ロール２６ａ及び２６ｂのロール間隙２８に供給される構成内に含まれ
得る。例えば、１つ以上のＥＭＩ吸収層、１つ以上の保護層、及び／又は１つ以上のジャ
ケット層が、この構成内に含まれ得、ロール間隙２８に供給され得る。
【００６５】
　図５ｄは、形成ツール２４によってそれが形成されるときの遮蔽された電気ケーブル２
を図示する。図５ｅに示す任意選択的な工程では、長手方向の分割部１８が、導体セット
４間に形成される。分割部１８は任意の好適な方法、例えば、レーザー切断又はパンチン
グ等を使用して、遮蔽された電気ケーブル２に形成されてもよい。
【００６６】
　図５ｆに示す別の任意選択的な工程では、遮蔽電気ケーブル２の遮蔽フィルム８は、挟
まれた領域に沿って縦方向で複数回折り曲げて束にすることができ、この折り曲げられた
束の周りに、外側導電性遮蔽体３０を、任意の好適な方法を使用して提供することができ
る。図５ｇに概略的に図示されているように、外側ジャケット３２が、例えば、押出成形
などの任意の好適な方法を使用して、外側の導電性遮蔽体３０の周辺に提供される。一部
の実施形態では、外側導電性遮蔽体３０を省略することができ、外側ジャケット３２を、
折り曲げられた遮蔽ケーブルの周りに提供することができる。
【００６７】
　図６ａ～６ｃは、遮蔽電気ケーブルを作製する例示的方法の詳細を示す。図６ａ～６ｃ
は、１つ以上の接着剤層を、遮蔽フィルムの成形及び結合の間に、適合可能に成形し得る
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方法を示す。
【００６８】
　図６ａに示される工程において、絶縁導体１６０６、絶縁導体１６０６から離間された
接地導体１６１２、及び２つの遮蔽フィルム１６０８が提供される。遮蔽フィルム１６０
８はそれぞれ順応性接着層１６１０を含む。図６ｂ～６ｃに図示する工程において、遮蔽
フィルム１６０８は、絶縁導体１６０６及び接地導体１６１２の周辺に形成され、互いに
結合される。最初は、図６ｂに示すように、接着剤層１６１０は、その元の厚さを依然と
して有する。遮蔽フィルム１６０８の成形及び結合が進行するにつれて、適合性接着剤層
１６１０は、遮蔽電気ケーブル１６０２の所望の機械的性能特性及び電気的性能特性を達
成するように適合する（図６ｃ）。
【００６９】
　図６ｃに示すように、接着剤層１６１０は、絶縁導体１６０６及び接地導体１６１２の
両側の、遮蔽フィルム１６０８間でより薄くなるように適合し、接着剤層１６１０の一部
分が、これらの区域から離れる方向に移動する。更には、適合性接着剤層１６１０は、絶
縁導体１６０６及び接地導体１６１２に直接隣接する区域内で、より厚くなるように適合
し、絶縁導体１６０６及び接地導体１６１２に実質的に適合して、適合性接着剤層１６１
０の一部分が、これらの区域内へと移動する。更に、順応性接着層１６１０は適合し、遮
蔽フィルム１６０８と接地導体１６１２との間で効果的に除去され、順応性接着層１６１
０は、接地導体１６１２が遮蔽フィルム１６０８に電気的に接触するように、これらの領
域から離れて移動する。
【００７０】
　一部の手法では、より厚い金属又は金属材料を、遮蔽フィルムとして使用して、半剛性
ケーブルを形成することができる。例えば、高分子裏打ちフィルムを使用することなく、
アルミニウム又は他の金属を、この手法で使用することができる。アルミニウム（又は他
の材料）を成形型に通過させて、カバー部分及び挟まれた部分を形成する波型を、そのア
ルミニウム内に作り出す。絶縁導体は、カバー部分を形成する波形内に定置される。ドレ
インワイヤが使用される場合には、より小さな波形を、ドレインワイヤ用に形成すること
ができる。絶縁導体、及び所望によりドレインワイヤは、対向する波形アルミニウムの層
の間に挟み込まれる。アルミニウム層は、例えば、接着剤又は溶接を使用して、一体に結
合させることができる。上部及び下部の波形アルミニウム遮蔽フィルム間の接続は、非絶
縁ドレインワイヤを通じたものとすることが可能である。あるいは、アルミニウムの挟ま
れた部分を、エンボス加工、更なる挟まれた加工、及び／又は打ち抜き加工して、波形遮
蔽層間に確実な接触を提供することが可能である。
【００７１】
　例示的な実施形態では、遮蔽電気ケーブルのカバー領域は、同心領域と、所定の導体セ
ットの一方の側又は両側に位置する、移行領域と、を含む。同心領域内の所定の遮蔽フィ
ルムの部分は、遮蔽フィルムの同心部分と称され、移行領域内の遮蔽フィルムの部分は、
遮蔽フィルムの移行部分と称される。この移行領域は、遮蔽電気ケーブルの高い製造可能
性、並びに歪み及び応力の緩和を提供するように、構成することができる。この移行領域
を、遮蔽電気ケーブルの長さに沿って、実質的に一定の構成（例えば、サイズ、形状、内
容物、及び曲率半径などの態様が挙げられる）で維持することは、遮蔽電気ケーブルが、
例えば、高周波分離、インピーダンス、スキュー、挿入損失、反射、モード変換、アイ開
口率、及びジッタなどの、実質的に均一な電気的特性を有することに役立ち得る。
【００７２】
　更には、例えば、単一平面内に配置され、差動ペア回路構成内に接続することができる
二芯同軸ケーブルとして有効に配置される、ケーブルの長さに沿って延在する２つの絶縁
導体を、導体セットが含むような、特定の実施形態では、この移行部分を、遮蔽電気ケー
ブルの長さに沿って、実質的に一定の構成で維持することにより、有利には、理想的な同
心性の場合からの、実質的に同じ電磁場の偏差を、導体セット内の双方の導体に提供する
ことができる。それゆえ、遮蔽電気ケーブルの長さに沿った、この移行部分の構成の慎重
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な制御は、そのケーブルの、有利な電気的性能及び電気的特性に寄与し得る。図７ａ～９
ｂは、導体セットの一方の側又は両側に配置される、遮蔽フィルムの移行領域を含む、遮
蔽電気ケーブルの、様々な例示的実施形態を示す。
【００７３】
　図７ａ及び図７ｂの断面図に示される遮蔽電気ケーブル１７０２は、ｘ軸に沿うケーブ
ル１７０２の長さに沿って延在する単一の導体セット１７０４を含む。遮蔽電気ケーブル
１７０２は、ｙ軸に沿うケーブル１７０２の幅に沿って互いに離間し、ケーブル１７０２
の長さに沿って延在する、複数の導体セット１７０４を有するように、作製することがで
きる。図７ａでは、１つの絶縁導体１７０６のみが示されるが、所望の場合、導体セット
１７０４内には、複数の絶縁導体を含めることができる。
【００７４】
　ケーブルの挟まれた領域の直近に位置する、導体セットの絶縁導体は、その導体セット
の端部導体であると見なされる。導体セット１７０４は、図示のように、単一の絶縁導体
１７０６を有し、この単一の絶縁導体１７０６もまた、遮蔽電気ケーブル１７０２の挟ま
れた領域１７１８の直近に位置するため、端部導体である。
【００７５】
　第１及び第２の遮蔽フィルム１７０８が、ケーブルの対向する側に配置され、カバー部
分１７０７を含む。横断面において、カバー部分１７０７は、導体セット１７０４を実質
的に包囲する。任意選択的な接着剤層１７１０が、遮蔽フィルム１７０８の挟まれた部分
１７０９間に配置され、導体セット１７０４の両側の、ケーブル１７０２の挟まれた領域
１７１８内で、遮蔽フィルム１７０８を互いに結合する。任意選択的な接着剤層１７１０
は、遮蔽フィルム１７０８のカバー部分１７０７にわたって部分的に、又は完全に、例え
ば、導体セット１７０４の一方の側上の、遮蔽フィルム１７０８の挟まれた部分１７０９
から、導体セット１７０４の他方の側上の、遮蔽フィルム１７０８の挟まれた部分１７０
９まで、延在することができる。ケーブル１７０２は、導体セット１７０４上に配置され
たＥＭＩ吸収層１７５０と、ケーブルの両側に配置された遮蔽フィルム１７０８と、を更
に含む。
【００７６】
　絶縁導体１７０６は、シングルエンド回路構成内で使用することができる同軸ケーブル
として、有効に配置される。遮蔽フィルム１７０８は、導電層１７０８ａ及び非導電性高
分子層１７０８ｂを含み得る。一部の実施形態では、図７ａ及び７ｂによって示されるよ
うに、導電層１７０８ａは、絶縁導体に面する。あるいは、本明細書の他の部分で論じら
れるように、一方又は双方の遮蔽フィルム１７０８の導電層の配向を、逆転させることが
できる。
【００７７】
　遮蔽フィルム１７０８は、導体セット１７０４の端部導体１７０６と実質的に同心であ
る、同心部分を含む。遮蔽電気ケーブル１７０２は、移行領域１７３６を含む。ケーブル
１７０２の移行領域１７３６内の、遮蔽フィルム１７０８の部分は、遮蔽フィルム１７０
８の移行部分１７３４である。一部の実施形態では、遮蔽電気ケーブル１７０２は、導体
セット１７０４の両側に位置する、移行領域１７３６を含み、一部の実施形態では、移行
領域１７３６は、導体セット１７０４の一方の側上のみに位置することができる。
【００７８】
　移行領域１７３６は、遮蔽フィルム１７０８及び導体セット１７０４によって画定され
る。移行領域１７３６内の、遮蔽フィルム１７０８の移行部分１７３４は、遮蔽フィルム
１７０８の同心部分１７１１と挟まれた部分１７０９との間に、緩やかな移行を提供する
。例えば、直角の移行、又は移行ポイント（移行部分とは対称的な）などの、急峻な移行
とは対照的に、例えば、実質的にＳ字状の移行などの、緩やか又は滑らかな移行は、移行
領域１７３６内の遮蔽フィルム１７０８に、歪み及び応力の緩和を提供して、遮蔽電気ケ
ーブル１７０２が使用中である場合、例えば、遮蔽電気ケーブル１７０２を横方向又は軸
方向で屈曲させる場合に、遮蔽フィルム１７０８に対する損傷を防ぐ。この損傷には、例
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えば、導電性層１７０８ａにおける破壊、及び／又は導電性層１７０８ａと非導電性高分
子層１７０８ｂとの間の剥離が含まれ得る。更に、緩やかな移行は、遮蔽された電気ケー
ブル１７０２の製造における遮蔽フィルム１７０８への損傷（導電性層１７０８ａ及び／
又は非導電性高分子層１７０８ｂの亀裂若しくは剪断が含まれ得る）を防ぐ。遮蔽電気リ
ボンケーブルの導体セットの１つ、いくつか又は全部の片側又は両側の開示される移行区
域の使用は、例えば、典型的な同軸ケーブル（遮蔽部材は単一の絶縁導体の周囲にほぼ連
続的に配置される）又は典型的な従来の二芯同軸ケーブル（遮蔽部材は一対の絶縁導体上
に連続的に配置される）などの従来的なケーブル構成からの逸脱を示す。
【００７９】
　開示される遮蔽電気ケーブルの少なくとも一部の、一態様によれば、移行領域の電気的
影響を低減することによって、例えば、移行領域のサイズを低減すること、及び／又は遮
蔽電気ケーブルの長さに沿って、移行領域の構成を慎重に制御することによって、許容可
能な電気的特性を達成することができる。移行領域のサイズを低減することが、静電容量
の偏差を低減し、複数の導体セット間に必要とされるスペースを低減することにより、導
体セットのピッチが低減され、及び／又は導体セットの間の電気的分離が増大する。遮蔽
電気ケーブルの長さに沿った、移行領域の構成の慎重な制御は、予測可能な電気的挙動及
び一貫性を取得することに寄与し、このことが、高速の伝送線路を提供することにより、
電気的データをより確実に伝送することができる。遮蔽電気ケーブルの長さに沿った、移
行領域の構成の慎重な制御は、移行部分のサイズを、サイズの下限に接近させる際の因子
である。
【００８０】
　検討されることが多い電気的特性は、伝送線の特性インピーダンスである伝送線の長さ
に沿ったインピーダンスの変動により、電力が標的に伝送されずに、反射してソースに戻
される場合がある。理想的には、伝送線は、その長さに沿ってインピーダンスの変動は有
しないが、対象用途によって、５～１０％の変動は許容可能である場合がある。二芯同軸
ケーブル（差動駆動）で検討されることが多い別の電気的特性は、それらの長さの少なく
とも一部分に沿って、１つのペアの２つの伝送ラインの、スキュー、すなわち同等でない
転送速度である。スキューは、差動信号の、コモンモード信号への変換を生じさせ、この
信号は反射してソースに戻される恐れがあり、伝送される信号強度を低減して、電磁放射
を生じさせ、ビット誤り率、具体的にはジッタを、大幅に増大させる恐れがある。理想的
には、一対の伝送線はスキューを有さないが、対象用途によって－２５～－３０ｄＢ未満
から、対象の周波数まで（例えば、６ＧＨｚ）の差動モードのＳパラメータ（differenti
al S-parameter）ＳＣＤ２１若しくはＳＣＤ１２値（伝送ラインの１つの端部から他方へ
と、差動モードからコモンモードへの変換を表す）が許容可能であり得る。あるいは、ス
キューはタイムドメインで測定され、要求される仕様と比較することができる。本明細書
で説明される遮蔽電気ケーブルは、例えば、最大約１０Ｇｂｐｓのデータ転送速度で、約
２０ピコ秒／メートル（ｐ秒／ｍ）未満、又は約１０ｐ秒／ｍ未満のスキュー値を達成す
ることができる。
【００８１】
　図７ａ～７ｂを再び参照すると、一部には、許容可能な電気的特性を達成するために、
遮蔽電気ケーブル１７０２の移行領域１７３６は、それぞれ、断面移行区域１７３６ａを
含み得る。移行区域１７３６ａは、絶縁導体１７０６の断面積１７０６ａよりも小さい。
図７ｂで最良に示されるように、移行領域１７３６の断面移行区域１７３６ａは、移行ポ
イント１７３４’及び移行ポイント１７３４’’によって画定される。
【００８２】
　移行ポイント１７３４’は、遮蔽フィルムが、導体セット１７０４の端部絶縁導体１７
０６と実質的に同心であることから逸脱する場所で発生する。移行ポイント１７３４’は
、遮蔽フィルム１７０８の曲率が符号を変化させる、遮蔽フィルム１７０８の変曲点であ
る。例えば、図７ｂを参照すると、上部遮蔽フィルム１７０８の曲率は、上部移行ポイン
ト１７３４’である変曲点で、下方に凹状から上方に凹状へと移行する。下部遮蔽フィル
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ム１７０８の曲率は、移行ポイント１７３４’である下部変曲点で、上方に凹状から下方
に凹状へと移行する。他方の移行ポイント１７３４’’は、遮蔽フィルム１７０８の挟ま
れた部分１７０９間の離隔距離が、例えば、約１．２～約１．５の既定の係数で、挟まれ
た部分１７０９の最小離隔距離ｄ１を超過する場所で発生する。更には、各移行区域１７
３６ａは、ボイド区域１７３６ｂを含み得る。導体セット１７０４の両側のボイド区域１
７３６ｂは、実質的に同じものとすることができる。更には、接着剤層１７１０は、遮蔽
フィルム１７０８の同心部分１７１１での厚さＴａｃ、及び厚さＴａｃよりも大きい、遮
蔽フィルム１７０８の移行部分１７３４での厚さを有し得る。同様に、接着剤層１７１０
は、遮蔽フィルム１７０８の挟まれた部分１７０９間の厚さＴａｐ、及び厚さＴａｐより
も大きい、遮蔽フィルム１７０８の移行部分１７３４での厚さを有し得る。接着剤層１７
１０は、断面移行区域１７３６ａの少なくとも２５％に相当し得る。移行区域１７３６ａ
内の接着剤層１７１０の存在、具体的には、厚さＴａｃ又は厚さＴａｐよりも大きい厚さ
での存在は、移行領域１７３６内でのケーブル１７０２の強度に寄与する。
【００８３】
　遮蔽電気ケーブル１７０２の様々な要素の、製造プロセス及び材料特性の慎重な制御に
より、移行領域１７３６内の、ボイド区域１７３６ｂ及び適合性接着剤層１７１０の厚さ
の変化を低減することができ、このことはまた、断面移行区域１７３６ａの静電容量の変
化も低減することができる。遮蔽電気ケーブル１７０２は、導体セット１７０４の一方の
側又は両側に位置する移行領域１７３６を含み得、この移行領域１７３６は、導体１７０
６の断面積１７０６ａと実質的に等しいか、又は小さい、断面移行区域１７３６ａを含む
。遮蔽電気ケーブル１７０２は、導体セット１７０４の一方の側又は両側に位置する移行
領域１７３６を含み得、この移行領域１７３６は、導体１７０６の長さに沿って実質的に
同じである、断面移行区域１７３６ａを含む。例えば、断面移行区域１７３６ａは、１ｍ
の長さにわたって、５０％未満で変化し得る。遮蔽電気ケーブル１７０２は、それぞれ断
面移行区域を含む導体セット１７０４の両側に位置付けられる移行区域１７３６を含む場
合があり、断面積１７３４ａの合計は、導体１７０６の長さに沿って実質的に同じである
。例えば、断面積１７３４ａの合計は、１ｍの長さにわたって、５０％未満で変化し得る
。遮蔽電気ケーブル１７０２は、導体セット１７０４の両側に位置する移行領域１７３６
を含み得、各移行領域１７３６は、断面移行区域１７３６ａを含み、断面移行区域１７３
６ａは、実質的に同じである。遮蔽電気ケーブル１７０２は、導体セット１７０４の両側
に位置する移行領域１７３６を含み得、移行領域１７３６は、実質的に同一である。絶縁
導体１７０６は、絶縁体の厚さＴｉを有し、移行領域１７３６は、絶縁体の厚さＴｉより
も小さい横長Ｌｔを有し得る。絶縁導体１７０６の中心の導体は、直径Ｄｃを有し、移行
領域１７３６は、直径Ｄｃよりも小さい横長Ｌｔを有し得る。上述の様々な構成により、
例えば１ｍなどの所定の長さにわたって、例えば５０オームなどの標的インピーダンス値
の、例えば５～１０％の範囲内などの所望の範囲内に留まる、特性インピーダンスを提供
することができる。
【００８４】
　遮蔽電気ケーブル１７０２の長さに沿った移行領域１７３６の構成に影響を及ぼし得る
要因としては、例えば、製造プロセス、導電層１７０８ａ及び非導電性高分子層１７０８
ｂの厚さ、適合性接着剤層１７１０、並びに絶縁導体１７０６と遮蔽フィルム１７０８と
の結合強度などが挙げられる。
【００８５】
　一態様では、導体セット１７０４、遮蔽フィルム１７０８、及び移行領域１７３６は、
インピーダンス制御関係で、協働的に構成される。インピーダンス制御関係とは、導体セ
ット１７０４、遮蔽フィルム１７０８、及び移行領域１７３６が、遮蔽電気ケーブルの特
性インピーダンスを制御するように、協働的に構成されることを意味する。
【００８６】
　図８ａ～８ｂは、導体セット内に２つの絶縁導体を有する遮蔽電気ケーブルの、２つの
例示的実施形態を、横断面において示す。図８ａを参照すると、遮蔽電気ケーブル１８０
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２は、概ねｘｙ平面内にあり、ｘ軸に沿うケーブル１８０２の長さに沿って延在する２つ
の別個の絶縁導体１８０６を含む単一の導体セット１８０４を含む。２つの遮蔽フィルム
１８０８が、ケーブル１８０２の対向する側に配置され、組み合わされて、導体セット１
８０４を実質的に包囲する。任意選択的な接着剤層１８１０が、遮蔽フィルム１８０８の
挟まれた部分１８０９間に配置され、ケーブル１８０２の挟まれた領域１８１８内の、導
体セット１８０４の両側で、遮蔽フィルム１８０８を互いに結合する。絶縁導体１８０６
は、ほぼｘｙ平面などの単一平面に、及び二芯同軸構成に有効に構成され得る。この二芯
同軸ケーブル構成は、差動ペア回路構成内、又はシングルエンド回路構成内で使用するこ
とができる。遮蔽フィルム１８０８は、導電層１８０８ａ及び非導電性高分子層１８０８
ｂを含み得るか、あるいは非導電性高分子層１８０８ｂを有さずに、導電層１８０８ａを
含み得る。図８ａは、絶縁導体１８０６に面する導電層１８０８ａを示すが、代替的実施
形態では、一方又は双方の遮蔽フィルムは、逆転した配向を有し得る。ケーブル１８０２
は、導体セット１８０４上に配置されたＥＭＩ吸収層１８５０と、ケーブルの両側に配置
された遮蔽フィルム１８０８と、を含む。
【００８７】
　少なくとも一方の遮蔽フィルム１８０８のカバー部分１８０７は、導体セット１８０４
の対応する端部導体１８０６と実質的に同心である、同心部分１８１１を含む。ケーブル
１８０２の移行領域１８３６では、遮蔽フィルム１８０８の移行部分１８３４は、遮蔽フ
ィルム１８０８の同心部分１８１１と挟まれた部分１８０９との間にある。移行部分１８
３６は、導体セット１８０４の両側に位置し、そのような部分のそれぞれは、断面移行区
域１８３６ａを含む。断面移行区域１８３６ａの合計は、好ましくは、導体１８０６の長
さに沿って実質的に同じである。例えば、断面積１８３６ａの合計は、１ｍの長さにわた
って、５０％未満で変化し得る。
【００８８】
　更には、２つの断面移行区域１８３６ａは、実質的に同じであり、及び／又は実質的に
同一とすることができる。この移行領域の構成は、例えば、１ｍなどの所定の長さにわた
って、例えば、標的インピーダンス値の５～１０％の範囲内などの所望の範囲内に双方が
留まる、各導体１８０６（シングルエンド）に関する特性インピーダンス、及び差動イン
ピーダンスに寄与する。更には、この移行領域１８３６の構成は、２つの導体１８０６の
、それらの長さの少なくとも一部分に沿ったスキューを、最小限に抑えることができる。
【００８９】
　ケーブルが、折り曲げられない平面構成にある場合、各遮蔽フィルムは、ケーブル１８
０２の幅にわたって変化する曲率半径によって、横断面において特徴付けることが可能で
あり得る。遮蔽フィルム１８０８の最大曲率半径は、例えば、ケーブル１８０２の挟まれ
た部分１８０９で、又は図８ａに示す複数導体のケーブルセット１８０４のカバー部分１
８０７の中心点付近で生じ得る。これらの位置では、フィルムは、実質的に平坦とするこ
とができ、その曲率半径は、実質的に無限とすることができる。遮蔽フィルム１８０８の
最小曲率半径は、例えば、遮蔽フィルム１８０８の移行部分１８３４で生じ得る。一部の
実施形態では、ケーブルの幅全体にわたる遮蔽フィルムの曲率半径は、少なくとも約５０
マイクロメートルであり、すなわち、曲率半径は、ケーブルの縁部間の、ケーブルの幅に
沿ったいずれの地点でも、５０マイクロメートル未満の大きさを有することがない。一部
の実施形態では、移行部分を含む遮蔽フィルムに関しては、遮蔽フィルムの移行部分の曲
率半径は、同様に、少なくとも約５０マイクロメートルである。
【００９０】
　折り曲げられない平面構成では、同心部分及び移行部分を含む、遮蔽フィルム１８０８
は、図８ａに示す、同心部分の曲率半径Ｒ１、及び／又は移行部分の曲率半径ｒ１によっ
て特徴付けることができる。一部の実施形態では、Ｒ１／ｒ１は、２～１５の範囲である
。
【００９１】
　図８ｂを参照すると、遮蔽電気ケーブル１９０２は、一部の態様で、遮蔽電気ケーブル
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１８０２と類似している。遮蔽された電気ケーブル１８０２が個々に絶縁導体１８０６を
有するのに対して、遮蔽された電気ケーブル１９０２は一緒に絶縁導体１９０６を有する
。それにもかかわらず、移行領域１９３６は、移行領域１８３６と実質的に同様であり、
遮蔽電気ケーブル１９０２に、同じ利益を提供する。
【００９２】
　図９ａ～９ｂは、移行部分の位置及び構成の変型を示す。これらの例示的実施形態では
、遮蔽フィルム２００８、２１０８は、図８ａの実施形態などの、より対称的な実施形態
と比較して、移行部分の位置が変化している、非対称の構成を有する。遮蔽電気ケーブル
２００２（図９ａ）及び２１０２（図９ｂ）は、絶縁導体２００６、２１０６の対称面か
らオフセットされる面に位置する、遮蔽フィルム２００８、２１０８の挟まれた部分２０
０９を有する。結果として、移行領域２０３６、２１３６は、他に示す実施形態と比較し
て、多少オフセットした位置及び構成を有する。しかしながら、移行領域２０３６、２１
３６を、対応する絶縁導体２００６、２１０６に関して（例えば、導体２００６、２１０
６の間の垂直面に関して）実質的に対称に位置決めすること、及び移行領域２０３６、２
１３６の構成を、遮蔽電気ケーブル２００２、２１０２の長さに沿って慎重に制御するこ
とを確実にすることによって、遮蔽電気ケーブル２００２、２１０２は、許容可能な電気
的特性を依然として提供するように、構成することができる。ケーブル２００２は、導体
セット２００４上に配置されたＥＭＩ吸収層２０５０と、ケーブルの両側に配置された遮
蔽フィルム２００８と、を更に含む。ケーブル２１０２は、導体セット２１０４上に配置
されたＥＭＩ吸収層２１５０と、ケーブルの両側に配置された遮蔽フィルム２１０８と、
を更に含む。
【００９３】
　図１０ａ～１０ｃ、１３及び１４は、遮蔽電気ケーブルの更なる例示的実施形態を示す
。図１１ａ～１１ｇ、１２ａ～１２ｂ及び１５ａ～１５ｆは、遮蔽電気ケーブルの挟まれ
た部分の幾つかの例示的実施形態を示す。図１０ａ～１５ｆは、遮蔽電気ケーブルの導体
セットを電気的に分離するように構成される、挟まれた部分の実施例を示す。導体セット
は隣接する導体セットから、電気的に絶縁されてもよく（例えば、隣接する導体セット間
のクロストークを最小限にするため、図１０ａ～１０ｃ及び１１ａ～１１ｇ）、又は遮蔽
された電気ケーブルの外部環境から電気的に絶縁されてもよい（例えば、遮蔽された電気
ケーブルから逃れる電磁放射を最小限にし、外部電源からの電磁干渉を最小限にするため
、図１４及び１５ａ～１５ｆ）。双方の場合とも、挟まれた部分は、電気的分離を変化さ
せるための、様々な機械的構造を含み得る。いくつかの例を挙げると、例には、遮蔽フィ
ルムの近接性、遮蔽フィルム間の高誘電率材料、遮蔽フィルムの少なくとも１つと直接的
若しくは間接的に電気的接触をする接地導体、隣接する導体セット間の延長された距離、
隣接する導体セット間の物理的破断、長手方向、横断方向のいずれか、又は両方で遮蔽フ
ィルムを互いに直接的に断続的に接触させること、ＥＭＩ吸収層間の空隙部の縮小、及び
導電性接着剤が挙げられる。一態様では、遮蔽フィルムの挟まれた部分は、導体セットを
被覆しない遮蔽フィルムの部分として画定される。
【００９４】
　図１０ａは、断面図において、遮蔽電気ケーブル２２０２を示し、これは、ｙ軸に沿う
ケーブル２２０２の幅にわたって互いから間隔を置いて配置し、ｘ軸に沿うケーブル２２
０２の長さに沿って長手方向に延在する２つの導体セット２２０４ａ、２２０４ｂを含む
。各導体セット２２０４ａ、２２０４ｂは、２つの絶縁導体２２０６ａ、２２０６ｂを含
む。２つの遮蔽フィルム２２０８が、ケーブル２２０２の対向する側に配置される。更に
、２つのＥＭＩ吸収層２２５０が、ケーブル２２０２の対向する側で、遮蔽フィルム上に
配置されている。横断面において、遮蔽フィルム２２０８のカバー部分２２０７が、ケー
ブル２２０２のカバー領域２２１４内で、導体セット２２０４ａ、２２０４ｂを実質的に
包囲する。例えば、遮蔽フィルム２２０８のカバー部分２２０７が組み合わされて、各導
体セット２２０４ａ、２２０４ｂの周辺部の少なくとも７０％を取り囲むことによって、
各導体セット２２０４ａ、２２０４ｂを実質的に包囲する。ケーブル２２０２の挟まれた
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領域２２１８では、導体セット２２０４ａ、２２０４ｂの両側で、遮蔽フィルム２２０８
は、挟まれた部分２２０９を含む。遮蔽電気ケーブル２２０２内では、ケーブル２２０２
が、平面的及び／又は折り曲げられない配置にある場合、遮蔽フィルム２２０８の挟まれ
た部分２２０９、及び絶縁導体２２０６は、概して単一平面内に配置される。導体セット
２２０４ａ、２２０４ｂの間に位置する挟まれた部分２２０９は、導体セット２２０４ａ
、２２０４ｂを互いに電気的に分離するように構成される。
【００９５】
　図１０ａに示すように、概して平面的な、折り曲げられない配置にある場合、導体セッ
ト２２０４内の第１の絶縁導体２２０６ａの、導体セット２２０４内の第２の絶縁導体２
２０６ｂに対する高周波電気的分離は、第１の導体セット２２０４ａの、第２導体セット
２２０４ｂに対する高周波電気的分離よりも、実質的に小さい。例えば、第１の絶縁導体
の、第２導体に対する高周波分離は、３～１５ＧＨｚの指定周波数範囲及び１メートルの
長さにおいて、第１の遠端クロストークＣ１であり、第１の導体セットの、隣接する導体
セットに対する高周波分離は、指定周波数での第２の遠端クロストークＣ２であり、Ｃ２
は、Ｃ１よりも、少なくとも１０ｄＢ低い。
【００９６】
　図１０ａの断面図に示すように、ケーブル２２０２は、遮蔽フィルム２２０８のカバー
部分２２０７間の、最大離隔距離Ｄ、遮蔽フィルム２２０８のカバー部分２２０７間の、
最小離隔距離ｄ２、及び遮蔽フィルム２２０８の挟まれた部分２２０９の間の、最小離隔
距離ｄ１によって特徴付けることができる。一部の実施形態では、ｄ１／Ｄは、０．２５
未満又は０．１未満である。一部の実施形態では、ｄ２／Ｄは、０．３３よりも大きい。
【００９７】
　任意選択的な接着剤層２２１０を、図示のように、遮蔽フィルム２２０８の挟まれた部
分２２０９間に含めることができる。接着剤層２２１０は、連続的とすること又は不連続
とすることができる。一部の実施形態では、接着剤層は、ケーブル２２０２のカバー領域
２２１４内で、部分的に、又は完全に、例えば、遮蔽フィルム２２０８のカバー部分２２
０７と、絶縁導体２２０６ａ、２２０６ｂとの間で、延在する。接着剤層２２１０は、遮
蔽フィルム２２０８のカバー部分２２０７上に配置することができ、導体セット２２０４
ａ、２２０４ｂの一方の側上の、遮蔽フィルム２２０８の挟まれた部分２２０９から、導
体セット２２０４ａ、２２０４ｂの他方の側上の、遮蔽フィルム２２０８の挟まれた部分
２２０９まで、完全に、又は部分的に延在することができる。
【００９８】
　遮蔽フィルム２２０８は、ケーブル２２０２の幅全体にわたる曲率半径Ｒ、及び／又は
遮蔽フィルムの移行部分２２１２の曲率半径ｒ１、及び／又は遮蔽フィルムの同心部分２
２１１の曲率半径ｒ２によって、特徴付けることができる。
【００９９】
　移行領域２２３６内では、遮蔽フィルム２２０８の移行部分２２１２は、遮蔽フィルム
２２０８の同心部分２２１１と、遮蔽フィルム２２０８の挟まれた部分２２０９との間に
、緩やかな移行を提供するように、配置することができる。遮蔽フィルム２２０８の移行
部分２２１２は、遮蔽フィルム２２０８の変曲点であり、同心部分２２１１の端部を指示
する、第１移行ポイント２２２１から、遮蔽フィルム間の離隔距離が、挟まれた部分２２
０９の最小離隔距離ｄ１を既定の係数で超過する、第２移行ポイント２２２２まで、延在
する。
【０１００】
　一部の実施形態では、ケーブル２２０２は、少なくとも約５０マイクロメートルである
、ケーブルの幅全体にわたる曲率半径Ｒを有する、少なくとも１つの遮蔽フィルムを含み
、及び／又は遮蔽フィルム２２０２の移行部分２２１２の最小曲率半径ｒ１は、少なくと
も約５０マイクロメートルである。一部の実施形態では、同心部分の最小曲率半径と、移
行部分の最小曲率半径との比率、ｒ２／ｒ１は、２～１５の範囲である。
【０１０１】
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　図１０ｂは、遮蔽電気ケーブル２３０２の断面図を示し、この遮蔽電気ケーブル２３０
２は、ｙ軸に沿うケーブル２３０２の幅にわたって互いに離間し、ｘ軸に沿うケーブル２
３０２の長さに沿って長手方向に延在する、２つの導体セット２３０４を含む。各導体セ
ット２３０４は、１つの絶縁導体２３０６と、２つの遮蔽フィルム２３０８と、ケーブル
２３０２の対向する側に配置された２つのＥＭＩ吸収層２３５０と、を含む。横断面にお
いて、遮蔽フィルム２３０８のカバー部分２３０７が組み合わされて、ケーブル２３０２
のカバー領域２３１４内で、導体セット２３０４の絶縁導体２３０６を実質的に包囲する
。ケーブル２３０２の挟まれた領域２３１８では、導体セット２３０４の両側で、遮蔽フ
ィルム２３０８は、挟まれた部分２３０９を含む。遮蔽電気ケーブル２３０２内では、ケ
ーブル２３０２が、平面的及び／又は折り曲げられない配置にある場合、遮蔽フィルム２
３０８の挟まれた部分２３０９、及び絶縁導体２３０６は、概して単一平面内に配置する
ことができる。遮蔽フィルム２３０８のカバー部分２３０７、及び／又はケーブル２３０
２の挟まれた部分２３０９は、導体セット２３０４を互いに電気的に分離するように構成
される。
【０１０２】
　図１０ｂの断面図に示すように、ケーブル２３０２は、遮蔽フィルム２３０８のカバー
部分２３０７間の最大離隔距離Ｄ、及び遮蔽フィルム２３０８の挟まれた部分２３０９間
の最小離隔距離ｄ１によって特徴付けることができる。一部の実施形態では、ｄ１／Ｄは
、０．２５未満、又は０．１未満である。
【０１０３】
　任意選択的な接着剤層２３１０を、遮蔽フィルム２３０８の挟まれた部分２３０９の間
に含めることができる。接着剤層２３１０は、連続的とすること又は不連続とすることが
できる。一部の実施形態では、接着剤層２３１０は、ケーブルのカバー領域２３１４内で
、完全に、又は部分的に、例えば、遮蔽フィルム２３０８のカバー部分２３０７と、絶縁
導体２３０６との間で、延在する。接着剤層２３１０は、遮蔽フィルム２３０８のカバー
部分２３０７上に配置することができ、導体セット２３０４の一方の側上の、遮蔽フィル
ム２３０８の挟まれた部分２３０９から、導体セット２３０４の他方の側上の、遮蔽フィ
ルム２３０８の挟まれた部分２３０９まで、完全に、又は部分的に延在することができる
。
【０１０４】
　遮蔽フィルム２３０８は、ケーブル２３０２の幅全体にわたる曲率半径Ｒ、及び／又は
遮蔽フィルム２３０８の移行部分２３１２内の最小曲率半径ｒ１、及び／又は遮蔽フィル
ム２３０８の同心部分２３１１の最小曲率半径ｒ２によって、特徴付けることができる。
ケーブル２３０２の移行領域２２３６内では、遮蔽フィルム２３０８（shielding film 2
302）の移行部分２３１２は、遮蔽フィルム２３０８の同心部分２３１１と遮蔽フィルム
２３０８の挟まれた部分２３０９との間に、緩やかな移行を提供するように、配置するこ
とができる。遮蔽フィルム２３０８の移行部分２３１２は、遮蔽フィルム２３０８の変曲
点であり、同心部分２３１１の端部を指示する、第１移行ポイント２３２１から、遮蔽フ
ィルム間の離隔距離が、挟まれた部分２３０９の最小離隔距離ｄ１と等しいか、又は既定
の係数でｄ１を超過する、第２移行ポイント２３２２まで、延在する。
【０１０５】
　一部の実施形態では、ケーブルの幅全体にわたる遮蔽フィルムの曲率半径Ｒは、少なく
とも約５０マイクロメートルであり、及び／又は遮蔽フィルムの移行部分の最小曲率半径
は、少なくとも約５０マイクロメートルである。
【０１０６】
　図１０ｃは、断面図において、遮蔽電気ケーブル２４０２を示し、これは、ｙ軸に沿う
ケーブル２４０２の幅にわたって互いから間隔を置いて配置し、ｘ軸に沿うケーブル２４
０２の長さに沿って長手方向に延在する２つの導体セット２４０４ａ、２４０４ｂを含む
。各導体セット２４０４ａ、２４０４ｂは、２つの絶縁導体２２０６ａ、２２０６ｂを含
む。２つの遮蔽フィルム２４０８ａ、２４０８ｂ及び２つのＥＭＩ吸収層２４５０ａ、２
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４５０ｂは、ケーブル２４０２の対向する側に配置されている。横断面において、遮蔽フ
ィルム２４０８ａ、２４０８ｂのカバー部分２４０７が組み合わされて、ケーブル２４０
２のカバー領域２４１４内で、導体セット２４０４ａ、２４０４ｂを実質的に包囲する。
ケーブル２４０２の挟まれた領域２４１８内では、導体セット２４０４ａ、２４０４ｂの
両側で、上部遮蔽フィルム２４０８ａ及び下部遮蔽フィルム２４０８ｂは、挟まれた部分
２４０９を含む。
【０１０７】
　遮蔽電気ケーブル２４０２内では、ケーブル２４０２が、平面的及び／又は折り曲げら
れない配置にある場合、遮蔽フィルム２４０８の挟まれた部分２４０９、及び絶縁導体２
４０６ａ、２４０６ｂは、概して異なる平面内に配置される。一方の遮蔽フィルム２４０
８ｂは、実質的に平坦である。ケーブル２４０２の挟まれた領域２４１８内の、実質的に
平坦な遮蔽フィルム２４０８ｂの部分は、挟まれた領域２４１８内の遮蔽フィルム２４０
８ｂの面外の逸脱が、ほとんど又は全く存在しないにもかかわらず、本明細書では、挟ま
れた部分２４０９と称される。ケーブル２４０２が、平面的な、折り曲げられない構成に
ある場合、遮蔽フィルム２４０８ｂの同心部分２４１１、移行部分２４１２、及び挟まれ
た部分２４０７は、実質的に共面である。
【０１０８】
　カバー部分２４０７、及び／又は導体セット２４０４ａと２４０４ｂとの間のケーブル
２４０２の挟まれた部分２４０９は、導体セット２４０４ａ、２４０４ｂを互いに電気的
に分離するように構成される。図１０ｃに示すように、概して平面的な、折り曲げられな
い配置にある場合、第１の導体セット２４０４ａ内の第１の絶縁導体２４０６ａの、第１
の導体セット２４０４ａ内の第２の絶縁導体２４０６ｂに対する高周波電気的分離は、前
述のように、第１の導体セット２４０４ａのいずれかの導体２４０６ａ、２４０６ｂの、
第２の導体セット２４０４ｂのいずれかの導体２４０６ａ、２４０６ｂに対する高周波電
気的分離よりも、実質的に小さい。
【０１０９】
　図１０ｃの断面図に示すように、ケーブル２４０２は、遮蔽フィルム２４０８ａ、２４
０８ｂのカバー部分２４０７間の、最大離隔距離Ｄ、遮蔽フィルム２４０８ａ、２４０８
ｂのカバー部分２４０７間の、最小離隔距離ｄ２、及び遮蔽フィルム２４０８ａ、２４０
８ｂの挟まれた部分２４０９間の、最小離隔距離ｄ１によって特徴付けることができる。
一部の実施形態では、ｄ１／Ｄは、０．２５未満又は０．１未満である。一部の実施形態
では、ｄ２／Ｄは、０．３３よりも大きい。
【０１１０】
　任意選択的な接着剤層２４１０を、遮蔽フィルム２４０８ａ、２４０８ｂの挟まれた部
分２４０９間に含めることができる。接着剤層２４１０は、連続的とすることができ、又
は不連続とすることもできる。一部の実施形態では、接着剤層２４１０は、ケーブル２４
０２のカバー領域２４１４内で、完全に、又は部分的に、例えば、１つ以上の遮蔽フィル
ム２４０８ａ、２４０８ｂのカバー部分２４０７と、絶縁導体２４０６ａ、２４０６ｂと
、の間で延在する。接着剤層２４１０は、１つ以上の遮蔽フィルム２４０８ａ、２４０８
ｂのカバー部分２４０７上に配置することができ、導体セット２４０４ａ、２４０４ｂの
一方の側上の、遮蔽フィルム２４０８ａ、２４０８ｂの挟まれた部分２４０９から、導体
セット２４０４ａ、２４０４ｂの他方の側上の、遮蔽フィルム２４０８ａ、２４０８ｂの
挟まれた部分２４０９まで、完全に又は部分的に延在することができる。
【０１１１】
　湾曲状遮蔽フィルム２４０８ａの移行部分２４１２は、遮蔽フィルム２４０８ａの同心
部分２４１１と、遮蔽フィルム２４０８ａの挟まれた部分２４０９との間に、緩やかな移
行を提供する。遮蔽フィルム２４０８ａの移行部分２４１２は、遮蔽フィルム２４０８ａ
の変曲点である、第１移行ポイント２４２１ａから、遮蔽フィルム間の離隔距離が、挟ま
れた部分２４０９の最小離隔距離ｄ１と等しいか、又は既定の係数でｄ１を超過する、第
２移行ポイント２４２２ａまで延在する。実質的に平坦な遮蔽フィルム２８０８ｂの移行
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部分は、第１移行ポイント２４２１ｂから、遮蔽フィルム間の離隔距離が、挟まれた部分
２４０９の最小離隔距離ｄ１と等しいか、又は既定の係数でｄ１を超過する、第２移行ポ
イント２４２２ｂまで、延在する。第１移行ポイント２４２１ｂは、遮蔽フィルム２４０
８ａの第１移行ポイント２４２１ａと交差する、実質的に平坦な遮蔽フィルム２４０８ｂ
に垂直な線によって、画定される。
【０１１２】
　湾曲状遮蔽フィルム２４０８ａは、ケーブル２４０２の幅全体にわたる曲率半径Ｒ、及
び／又は遮蔽フィルム２４０８ａの移行部分２４１２の最小曲率半径ｒ１、及び／又は遮
蔽フィルムの同心部分２４１１の最小曲率半径ｒ２によって、特徴付けることができる。
一部の実施形態では、ケーブル２４０２は、少なくとも約５０マイクロメートルである、
ケーブルの幅全体にわたる曲率半径を有する、少なくとも１つの遮蔽フィルム２４０８を
含み、及び／又は遮蔽フィルムの移行部分の最小曲率半径ｒ１は、少なくとも約５０マイ
クロメートルである。一部の実施形態では、遮蔽フィルムの同心部分の最小曲率半径ｒ２

と、遮蔽フィルムの移行部分の最小曲率半径ｒ１との比率、ｒ２／ｒ１は、２～１５の範
囲である。
【０１１３】
　図１１ａでは、遮蔽電気ケーブル２５０２は、挟まれた領域２５１８を含み、遮蔽フィ
ルム２５０８は、一定の距離で離間している。遮蔽フィルム２５０８を離間させること、
すなわち、遮蔽フィルム２５０８を、それらの継ぎ合わせ部に沿って、連続的に、直接的
な電気的接触をさせないことにより、挟まれた領域２５１８の強度が増大する。比較的薄
く脆弱な遮蔽フィルムを有する、遮蔽電気ケーブルは、強制的にそれらの継ぎ合わせ部に
沿って、連続的に、直接的な電気的接触をさせられる場合には、製造中に破断するか、又
は亀裂が入る恐れがある。効果的な手段を使用してクロストークの可能性を低減しない場
合、遮蔽フィルム２５０８を離間することは、隣接する導体セット間のクロストークを許
容する場合がある。クロストークを低減することには、１つの導体セットの電場及び磁場
を抑制することにより、それらの電場及び磁場が、隣接する導体セットを侵害しないよう
にすることを伴う。図１１ａに示す実施形態では、遮蔽フィルム２５０８間に、低ＤＣ抵
抗を提供することによって、クロストークに対する有効な遮蔽が達成される。低ＤＣ抵抗
は、遮蔽フィルム２５０８を至近に配向することによって、達成することができる。例え
ば、遮蔽フィルム２５０８の挟まれた部分２５０９は、挟まれた領域２５１８の少なくと
も１つの場所内で、約０．１３ｍｍ未満、離間させることができる。遮蔽フィルム２５０
８の間にもたらされるＤＣ抵抗は、約１５オーム未満にすることができ、隣接する導体セ
ット間にもたらされるクロストークは、約－２５ｄＢ未満にすることができる。一部の場
合には、ケーブル２５０２の挟まれた領域２５１８は、約０．１３ｍｍ未満の最小厚さを
有する。
【０１１４】
　遮蔽フィルム２５０８は、離隔媒体によって離間させることができる。分離媒体は、順
応性接着層２５１０を含んでもよい。例えば、離隔媒体は、少なくとも１．５の誘電率を
有し得る。高誘電率は、遮蔽フィルム２５０８の間のインピーダンスを減少させることに
よって、隣接する導体セット間の、電気的分離を増大させ、クロストークを減少させる。
遮蔽フィルム２５０８は、挟まれた領域２５１８’の少なくとも１つの場所内で、互いに
、直接的に電気的に接触することができる。遮蔽フィルム２５０８を、選択された場所内
で強制的に一体にすることにより、適合性接着剤層２５１０の厚さを、その選択された場
所内で低減することができる。遮蔽フィルムを、選択された場所内で強制的に一体にする
ことは、例えば、これらの場所内で、遮蔽フィルム２５０８の間に断続的な挟まれた接触
を作製する、パターン付き工具を使用して、達成することができる。これらの位置は長手
方向又は横方向にパターン化され得る。一部の場合には、離隔媒体は、遮蔽フィルム２５
０８間の、直接的な電気的接触を可能にするために、導電性とすることができる。隣接す
る導体セット間のクロストークは、ケーブル２５０２の両側の遮蔽フィルム２５０８上に
配置されたＥＭＩ吸収層２５５０を含むことによって、更に低減され得る。
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【０１１５】
　図１１ｂでは、遮蔽電気ケーブル２６０２は、挟まれた領域２６１８を含み、この挟ま
れた領域２６１８は、遮蔽フィルム２６０８間に配置され、ｘ軸に沿うケーブル２６０２
の長さに沿って延在する接地導体２６１２を含む。接地導体２６１２は、例えば、遮蔽フ
ィルム２６０８間の、低いがゼロではないＤＣ抵抗で、間接的に、双方の遮蔽フィルム２
６０８と電気的に接触することができる。一部の場合には、接地導体２６１２は、挟まれ
た領域２６１８の少なくとも１つの場所内で、少なくとも一方の遮蔽フィルム２６０８と
、直接的又は間接的に、電気的に接触することができる。遮蔽電気ケーブル２６０２は、
遮蔽フィルム２６０８間に配置され、少なくとも一方の遮蔽フィルム２６０８と接地導体
２６１２との、制御された離隔を提供するように構成される、適合性接着剤層２６１０を
含み得る。適合性接着剤層２６１０は、接地導体２６１２が、選択的な場所内で、少なく
とも一方の遮蔽フィルム２６０８と、直接的又は間接的に、電気的に接触することを可能
にする、不均一な厚さを有し得る。一部の場合には、接地導体２６１２は、表面の隆起、
又は例えば、撚り線などの変形可能なワイヤを含み、接地導体２６１２と少なくとも一方
の遮蔽フィルム２６０８との間に、制御された電気的接触を提供することができる。隣接
する導体セット間のクロストークは、ケーブル２６０２の両側の遮蔽フィルム２６０８上
に配置されたＥＭＩ吸収層２６５０を含むことによって、更に低減され得る。
【０１１６】
　図１１ｃでは、遮蔽電気ケーブル２７０２は、挟まれた領域２７１８を含む。接地導体
２７１２が、遮蔽フィルム２７０８間に配置され、双方の遮蔽フィルム２７０８と直接的
に、電気的に接触する。
【０１１７】
　図１１ｄでは、遮蔽電気ケーブル２８０２は、遮蔽フィルム２８０８が、例えば、導電
性要素２８４４などの、任意の好適な手段によって、互いに、直接的に電気的に接触する
、挟まれた領域２８１８を含む。導電性要素２８４４は、いくつかの例を挙げると、導電
性めっきビア若しくはチャネル、導電充填ビア若しくはチャネル、又は導電性接着剤を含
んでもよい。隣接する導体セット間のクロストークは、ケーブル２８０２の両側の遮蔽フ
ィルム２８０８上に配置されたＥＭＩ吸収層２８５０を含むことによって、更に低減され
得る。
【０１１８】
　図１１ｅにおいて、遮蔽電気ケーブル２９０２は、開口部２９３６が遮蔽フィルム２９
０８及びＥＭＩ吸収層２９５０において開口部を有する挟まれた領域２９１８の少なくと
も１つの場所で、開口部２９３６を有する挟まれた領域２９１８を含む。換言すれば、挟
まれた領域２９１８は不連続である。開口部２９３６は、穴、穿孔、スリット、及び任意
の好適な要素を含んでもよい。開口部２９３６は、少なくともある程度のレベルの物理的
離隔を提供し、この物理的離隔は、挟まれた領域２９１８の電気的分離性能に寄与し、遮
蔽電気ケーブル２９０２の、少なくとも横方向の可撓性を増大させる。この離隔は、挟ま
れた領域２９１８の長さに沿って不連続とすることができ、挟まれた領域２９１８の幅に
わたって不連続とすることができる。
【０１１９】
　図１１ｆでは、遮蔽電気ケーブル３００２は、少なくとも一方の遮蔽フィルム３００８
が、挟まれた領域３０１８の少なくとも１つの場所内に、破断部３０３８を含む、挟まれ
た領域３０１８を含む。換言すれば、遮蔽フィルム３００８の少なくとも１つが非連続的
である。いくつかの場合には、破断部３０３８もまた、２つのＥＭＩ吸収層３０５０のう
ちの少なくとも１つにおいて不連続性を有する。開口部３０３８は、穴、穿孔、スリット
、及び任意の好適な要素を含んでもよい。破断部３０３８は、少なくともある程度のレベ
ルの物理的離隔を提供し、この物理的離隔は、挟まれた領域３０１８の電気的分離性能に
寄与し、遮蔽電気ケーブル３００２の、少なくとも横方向の可撓性を増大させる。この離
隔は、挟まれた領域の長さに沿って不連続又は連続的とすることができ、挟まれた部分３
０１８の幅にわたって不連続とすることができる。
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【０１２０】
　図１１ｇでは、遮蔽電気ケーブル３１０２は、折り曲げられた構成で、区分的に平面的
である、挟まれた領域３１１８を含む。他の全ての条件が同じであれば、区分的に平面的
な挟まれた領域は、同じ投影幅を有する平面的な挟まれた領域よりも大きい、実際の表面
積を有する。挟まれた領域の表面積が、遮蔽フィルム３１０８間の間隔よりも遙かに大き
い場合には、ＤＣ抵抗が減少し、このことは、挟まれた領域３１１８の電気的分離性能を
改善する。一実施形態では、５～１０オーム未満のＤＣ抵抗は、良好な電気的分離をもた
らす。一実施形態において、遮蔽された電気ケーブル３１０２の挟まれた部分３１１８は
、少なくとも５の最小間隔比率に対する実際の幅を有する。一実施形態では、挟まれた領
域３１１８を、予め屈曲させることにより、遮蔽電気ケーブル３１０２の、少なくとも横
方向の可撓性を増大させる。挟まれた領域３１１８は、任意の他の好適な構成で、区分的
に平面的にすることができる。場合によっては、ＥＭＩ吸収層３１５０はまた、挟まれた
領域３１１８内の区分的平面でもある。
【０１２１】
　図１２ａ～１２ｂは、例示的な遮蔽電気ケーブルの製造の間の、挟まれた領域に関連す
る詳細を示す。遮蔽電気ケーブル３２０２は、２つの遮蔽フィルム３２０８及び２つのＥ
ＭＩ吸収層３２５０を含み、挟まれた領域３２１８を含み、遮蔽フィルム３２０８は実質
的に平行であってもよい。遮蔽フィルム３２０８は、非導電性高分子層３２０８ｂ、非導
電性高分子層３２０８ｂ上に配置される導電層３２０８ａ、及び導電層３２０８ａ上に配
置される停止層３２０８ｄを含む。順応性接着層３２１０は、停止層３２０８ｄ上に配置
される。挟まれた領域３２１８は、遮蔽フィルム３２０８間に配置される、長手方向の接
地導体３２１２を含む。
【０１２２】
　遮蔽フィルムが、接地導体の周りで強制的に一体にされた後、接地導体３２１２は、遮
蔽フィルム３２０８の導電層３２０８ａと、間接的に電気的に接触する。この間接的な電
気接触は、導電性層３２０８ａ及び接地導体３２１２の、停止層３２０８ｄによる制御さ
れた分離によって可能にされる。一部の場合には、停止層３２０８ｄは、非導電性高分子
層とすること、又は非導電性高分子層を含むことができる。図に示すように、外圧（図１
２ａを参照）を使用して、導電層３２０８ａを一体に押圧し、適合性接着剤層３２１０を
、接地導体の周りに、強制的に適合させる（図１２ｂ）。停止層３２０８ｄは、少なくと
も同じ処理条件下では、適合しないため、停止層３２０８ｄは、接地導体３２１２と、遮
蔽フィルム３２０８の導電層３２０８ａとの直接的な電気的接触を防ぐが、間接的な電気
的接触を達成する。停止層３２０８ｄの厚さ及び誘電特性は、低い標的ＤＣ抵抗、すなわ
ち、間接的なタイプの電気的接触を達成するように、選択することができる。一部の実施
形態では、接地導体と遮蔽フィルムとの間の特性ＤＣ抵抗を、例えば、１０オーム未満又
は５オーム未満ではあるが、０オームよりも大きくして、所望の間接的な電気的接触を達
成することができる。一部の場合には、所定の接地導体と、１つ又は２つの遮蔽フィルム
との間で、直接的に電気的に接触させることが望ましく、この場合、そのような接地導体
と、そのような遮蔽フィルムとの間のＤＣ抵抗は、実質的に０オームにすることができる
。
【０１２３】
　図１３は、折り曲げられた遮蔽ケーブル３３０２を示す。遮蔽ケーブル３３０２は、離
間した導体セット３３０４の周りに配置される、２つの遮蔽フィルム３３０８を含む。遮
蔽ケーブル３３０２は、導体セット３３０４上に配置されたＥＭＩ吸収層３３５０と、ケ
ーブルの１つの側の遮蔽フィルム３３０８と、を更に含む。遮蔽フィルム３３０８は、ケ
ーブル３３０２の対向する側に配置され、導体セット３３０４の両側に挟まれた領域３３
１８を含む、挟まれた領域３３１８は、少なくとも３０°の角度αで、横方向に屈曲する
ように構成される。挟まれた領域３３１８の、この横方向の可撓性は、遮蔽電気ケーブル
３３０２が、例えば、丸形ケーブル内で使用することができる構成（例えば、図５ｇを参
照）などの、任意の好適な構成に折り曲げられることを可能にする。一実施形態では、比
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較的薄い個別層を有する遮蔽フィルム３３０８は、挟まれた領域３３１８の横方向の可撓
性を増大させる。特に屈曲条件下では、これらの個別層の一体性を維持するために、それ
らの層の間の結合を損なわずに維持することが好ましい。例えば、挟まれた領域３３１８
は、約０．１３ｍｍ未満の最小厚さと、処理若しくは使用時の熱暴露後に少なくとも１７
．８６ｇ／ｍｍ（１ｌｂｓ／インチ）の、個々の層の間の結合強度と、を有することがで
きる。
【０１２４】
　一態様では、挟まれた領域が、導体セットの両側で、ほぼ同じサイズ及び形状を有する
ことが、遮蔽電気ケーブルの電気性能に有益である。任意の寸法変化及び不均衡は、平行
部分の長さに沿って、キャパシタンス及びインダクタンスにおける不均衡を作る場合があ
る。このことは同様に、挟まれた領域の長さに沿ったインピーダンスの差異、及び隣接す
る導体セット間のインピーダンスの不均衡を引き起こす恐れがある。これらの理由に関し
て少なくとも、遮蔽フィルム間の間隔の制御が望ましい場合がある。一部の場合には、導
体セットの両側の、ケーブルの挟まれた領域内の、遮蔽フィルムの挟まれた部分は、互い
に約０．０５ｍｍ以内で間隔を置いて配置されている。
【０１２５】
　図１４では、遮蔽電気ケーブル３４０２は、２つの導体セット３４０４を含み、それぞ
れが、２つの絶縁導体３４０６と、導体セット３４０４の周りで電気ケーブル３４０２の
対向する側に配置される、２つの一般的な遮蔽フィルム３４０８と２つのＥＭＩ吸収層３
４５０とを含む。遮蔽フィルム３４０８は、挟まれた部分３４１８を含む。挟まれた部分
３４１８は、遮蔽電気ケーブル３４０２の縁部に、又は縁部付近に位置して、導体セット
３４０４を、外部環境から電気的に分離するように構成される。遮蔽電気ケーブル３４０
２内では、遮蔽フィルム３４０８の挟まれた部分３４１８、及び絶縁導体３４０６は、概
して単一平面内に配置される。
【０１２６】
　図１５ａでは、遮蔽電気ケーブル３５０２は、挟まれた領域３５１８を含み、遮蔽フィ
ルム３５０８の挟まれた部分３５０９は、間隔を置いて配置されている。挟まれた領域３
５１８は、上述の及び図１１ａに示された、挟まれた領域２５１８と類似している。挟ま
れた領域２５１８は、導体セット間に位置するが、挟まれた領域３５１８は、遮蔽電気ケ
ーブル３５０２の縁部に、又は縁部付近に位置する。
【０１２７】
　図１５ｂでは、遮蔽電気ケーブル３６０２は、遮蔽フィルム３６０８間に配置される長
手方向の接地導体３６１２を含む、挟まれた領域３６１８を含む。挟まれた領域３６１８
は、上述の及び図１１ｂに示された、挟まれた領域２６１８と類似している。挟まれた領
域２６１８は、導体セット間に位置するが、挟まれた領域３６１８は、遮蔽電気ケーブル
３６０２の縁部に又は縁部付近に位置する。
【０１２８】
　図１５ｃでは、遮蔽電気ケーブル３７０２は、遮蔽フィルム３７０８間に配置される長
手方向の接地導体３７１２を含む、挟まれた領域３７１８を含む。挟まれた領域３７１８
は、上述の及び図１１ｃに示された、挟まれた領域２７１８と類似している。挟まれた領
域２７１８は、導体セット間に位置するが、挟まれた領域３７１８は、遮蔽電気ケーブル
３７０２の縁部に又は縁部付近に位置する。
【０１２９】
　図１５ｄでは、遮蔽電気ケーブル３８０２は、挟まれた領域３８１８を含み、遮蔽フィ
ルム３８０８の挟まれた部分３８０９は、例えば、導電性要素３８４４などの、任意の好
適な手段によって、互いに、直接的に電気的に接触する。導電性要素３８４４は、いくつ
かの例を挙げると、導電性めっきビア若しくはチャネル、導電充填ビア若しくはチャネル
、又は導電性接着剤を含んでもよい。挟まれた領域３８１８は、上述の、図１１ｄに示さ
れた、挟まれた領域２８１８と類似している。挟まれた領域２８１８は、導体セットの間
に位置するが、挟まれた領域３８１８は、遮蔽電気ケーブル３８０２の縁部に、又は縁部
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付近に位置する。
【０１３０】
　図１５ｅでは、遮蔽電気ケーブル３９０２は、折り曲げられた構成で、区分的に平面的
である、挟まれた領域３９１８を含む。挟まれた領域３９１８は、上述の、図１１ｇに示
された、挟まれた領域３１１８と類似している。挟まれた領域３１１８は、導体セット間
に位置するが、挟まれた領域３９１８は、遮蔽電気ケーブル３９０２の縁部に、又は縁部
付近に位置する。
【０１３１】
　図１５ｆでは、遮蔽電気ケーブル４００２は、湾曲状構成で、区分的に平面的であり、
遮蔽電気ケーブル４００２の縁部に、又は縁部付近に位置する、挟まれた領域４０１８を
含む。いくつかの場合には、遮蔽ケーブル３５０２～４００２の１つ以上は、導体セット
上に配置される１つ以上のＥＭＩ吸収層を含み得る。
【０１３２】
　本発明の一態様による遮蔽電気ケーブルは、少なくとも１つの長手方向の接地導体と、
接地導体と実質的に同じ方向に延在する電気物品と、遮蔽電気ケーブルの対向する側に配
置される２つの遮蔽フィルム及び２つのＥＭＩ吸収層と、を含み得る。横断面において、
遮蔽フィルム及びＥＭＩ吸収層は、接地導体及び電気物品を実質的に包囲する。この構成
において、遮蔽フィルム、ＥＭＩ吸収層、及び接地導体は、電気物品を電気的に絶縁する
よう構成されている。接地導体は、例えば、任意の好適な終端ポイントの任意の好適な個
々のコンタクト要素（例えば、プリント基板上のコンタクト要素又は電気コネクタの電気
コンタクト）に対する遮蔽フィルムの終端のために、遮蔽フィルムの端部の少なくとも１
つを越えて延在する場合がある。有益なことに、限定された数の接地導体のみがケーブル
作製に必要とされ、遮蔽フィルムを伴って、電気物品の電磁エンクロージャを完成させる
ことができる。電気物品としては、ケーブルの長さに沿って延在する、少なくとも１つの
導体、１つ以上の絶縁導体を含む、ケーブルの長さに沿って延在する、少なくとも１つの
導体セット、フレキシブルプリント回路、又は電気的分離が望まれる、任意の他の好適な
電気物品を挙げることができる。図１６ａ～１６ｂは、そのような遮蔽された電気ケーブ
ル構成の２つの代表的な実施形態を図示する。
【０１３３】
　図１６ａでは、遮蔽電気ケーブル４１０２は、ｘ軸に沿うケーブル４１０２の長さに沿
って延在する２つの間隔を置いて配置された接地導体４１１２、接地導体４１１２間に配
置され、これと実質的に同じ方向に延在する電気物品４１４０、並びにケーブルの対向す
る側に配置される２つの遮蔽フィルム４１０８及び２つのＥＭＩ吸収層４１５０を含む。
横断面においては、遮蔽フィルム４１０８及びＥＭＩ吸収層４１５０は、組み合わさり、
接地導体４１１２及び電気物品４１４０を実質的に包囲する。
【０１３４】
　電気物品４１４０は、ｙ軸に沿うケーブル４１０２の幅にわたって間隔を置いて配置さ
れる３つの導体セット４１０４を含む。各導体セット４１０４は、ケーブルの長さに沿っ
て延在する、２つの実質的に絶縁された導体４１０６を含む。接地導体４１１２は、双方
の遮蔽フィルム４１０８と間接的に電気的に接触して、接地導体４１１２と遮蔽フィルム
４１０８との間に、低いがゼロではないインピーダンスを、結果的にもたらすことができ
る。一部の場合には、接地導体４１１２は、遮蔽フィルム４１０８の少なくとも１つの場
所内で、少なくとも一方の遮蔽フィルム４１０８と、直接的又は間接的に、電気的に接触
することができる。一部の場合には、接着剤層４１１０が、遮蔽フィルム４１０８間に配
置され、接地導体４１１２及び電気物品４１４０の両側で、遮蔽フィルム４１０８を互い
に結合する。接着剤層４１１０は、少なくとも一方の遮蔽フィルム４１０８と接地導体４
１１２との、制御された離隔を提供するように構成することができる。一態様では、この
ことは、接地導体４１１２が、選択的な場所内で、少なくとも一方の遮蔽フィルム４１０
８と、直接的又は間接的に、電気的に接触することを可能にする不均一な厚さを、接着剤
層４１１０が有するということを意味する。接地導体４１１２は、表面の隆起、又は例え
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ば、撚り線などの変形可能なワイヤを含み、接地導体４１１２と少なくとも一方の遮蔽フ
ィルム４１０８との間に、この制御された電気的接触を提供することができる。遮蔽フィ
ルム４１０８は、遮蔽フィルム４１０８の少なくとも１つの場所内で、最小間隔によって
離間し、接地導体４１１２は、この最小間隔よりも大きい厚さを有する。例えば、遮蔽フ
ィルム４１０８は、約０．０２５ｍｍ未満の厚さを有し得る。
【０１３５】
　図１６ｂでは、遮蔽電気ケーブル４２０２は、ｘ軸に沿うケーブル４２０２の長さに沿
って延在する、２つの離間した接地導体４２１２と、接地導体４２１２間に位置して、接
地導体４２１２と実質的に同じ方向に延在する電気物品４２４０と、ケーブル４２０２の
対向する側に配置される、２つの遮蔽フィルム４２０８及び２つのＥＭＩ吸収層４２５０
と、を含む。横断面では、遮蔽フィルム及びＥＭＩ吸収層が、組み合わされて、接地導体
４２１２及び電気物品４２４０を実質的に包囲する。遮蔽電気ケーブル４２０２は、上述
の、図１６ａに示された、遮蔽電気ケーブル４１０２と、一部の点で類似している。遮蔽
された電気ケーブル４１０２では、電気物品４１４０は、それぞれが２つの実質的に平行
な長手方向の絶縁導体４１０６を含む３つの導体セット４１０４を含む一方で、遮蔽され
た電気ケーブル４２０２では、電気物品４２４０は３つの導体セット４２４２を含むフレ
キシブルプリント基板を含む。
【０１３６】
　場合によっては、単一の遮蔽フィルムは、所与の用途において、許容可能なレベルの電
磁干渉（ＥＭＩ）分離をもたらすことができ、近接効果を低減することができ、これによ
って信号減衰を減少させる。図１７は、１つの遮蔽フィルムのみを含む、そのような遮蔽
電気ケーブルの一実施例を示す。
【０１３７】
　図１７に図示される遮蔽電気ケーブル４３０２は、２つの間隔を置いて配置された導体
セット４３０４と、単一の遮蔽フィルム４３０８と、単一のＥＭＩ吸収層４３５０と、を
含む。各導体セット４３０４は、ｘ軸に沿うケーブル４３０２の長さに沿って延在する、
単一の絶縁導体４３０６を含む。絶縁導体４３０６は、一般的にｘｙ平面などの単一平面
に、及び有効に同軸ケーブル構成に構成され、これはシングルエンド回路構成で使用され
得る。ケーブル４３０２は、挟まれた領域４３１８を含む。挟まれた領域４３１８内では
、遮蔽フィルム４３０８は、各導体セット４３０４の両側から延在する、挟まれた部分４
３０９を含む。挟まれた領域４３１８は、概して平面的な遮蔽フィルムを、協働して画定
する。遮蔽フィルム４３０８は、それぞれが導体セット４３０４を部分的に被覆する、２
つのカバー部分４３０７を含む。各カバー部分４３０７は、対応する導体４３０６と実質
的に同心の、同心部分４３１１を含む。遮蔽フィルム４３０８は、導電性層４３０８ａ及
び非導電性高分子層４３０８ｂを含む。導電層４３０８ａは、絶縁導体４３０６に面する
。ケーブル４３０２は、所望により、非導電性キャリアフィルム４３４６を含み得る。キ
ャリアフィルム４３４６は、各導体セット４３０４の両側から、遮蔽フィルム４３０８の
挟まれた部分４３０９の反対側に延在する、挟まれた部分４３４６’’を含む。キャリア
フィルム４３４６は、それぞれが遮蔽フィルム４３０８のカバー部分４３０７の反対側で
、導体セット４３０４を部分的に被覆する、２つのカバー部分４３４６’’’を含む。各
被覆部分４３４６’’’は、対応する導体４３０６と実質的に同心である同心部分４３４
６’を含む。キャリアフィルム４３４６は、ポリエステル、ポリイミド、ポリアミド－イ
ミド、ポリテトラフルオロエチレン、ポリプロピレン、ポリエチレン、ポリフェニレンス
ルフィド、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネート、シリコーンゴム、エチレンプ
ロピレンジエンゴム、ポリウレタン、アクリレート、シリコーン、天然ゴム、エポキシ、
及び合成ゴム接着剤を含むが、これに限定されない任意の好適な高分子材料を含み得る。
キャリアフィルム４３４６は、対象用途に好適な特性をもたらすために、１つ以上の接着
剤及び／又は充填剤を含む場合がある。キャリアフィルム４３４６は、導体セット４３０
４の物理的被覆率を達成するために、及び遮蔽された電気ケーブル４３０２の機械的安定
性に追加するために使用されてもよい。
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【０１３８】
　図１８を参照すると、遮蔽電気ケーブル４４０２は、上述の、図１７に示された、遮蔽
電気ケーブル４３０２と、一部の点で類似している。遮蔽電気ケーブル４３０２は、それ
ぞれが単一の絶縁導体４３０６を含む、導体セット４３０４を含むが、遮蔽電気ケーブル
４４０２は、２つの絶縁導体４４０６を有する導体セット４４０４を含む。絶縁導体４４
０６は、概して単一平面内に、及び二芯同軸ケーブル構成で有効に配置され、この二芯同
軸ケーブル構成は、シングルエンド回路構成内で、又は差動ペア回路構成内で使用するこ
とができる。
【０１３９】
　図１９を参照すると、遮蔽電気ケーブル４５０２は、上述の、図１８に示された、遮蔽
電気ケーブル４４０２と、一部の点で類似している。遮蔽された電気ケーブル４４０２が
個々に絶縁導体４４０６を有するのに対して、遮蔽された電気ケーブル４５０２は一緒に
絶縁導体４５０６を有する。
【０１４０】
　一態様において、図１７～１９で分かるように、遮蔽フィルムは隣接する導体セット間
で内側にへこんでいる。換言すれば、遮蔽フィルムは、隣接する導体セット間に配置され
る、挟まれた部分を含む。この挟まれた部分は、隣接する導体セットを互いに電気的に分
離するように構成される。挟まれた部分によって、隣接する導体セット間に接地導体を位
置決めする必要性を排除することができ、このことは、他の利益の中でも特に、ケーブル
構成体を簡略化して、ケーブルの可撓性を増大させる。挟まれた部分は、絶縁導体の直径
の約１／３よりも大きい深さｄ３（図１７）で、位置することができる。一部の場合には
、挟まれた部分は、絶縁導体の直径の約１／２よりも大きい深さｄ３で、位置することが
できる。隣接する導体セット間の間隔、伝送距離、及び信号スキーム（差動かシングルエ
ンドか）に応じて、この遮蔽フィルムの凹入構成は、十分以上に、導体セットを互いに電
気的に分離する。
【０１４１】
　導体セット及び遮蔽フィルムは、協働してインピーダンス制御関係に構成されてもよい
。一態様において、これは、遮蔽フィルムによる導体セットの部分的な被覆が、例えば、
対象用途に好適な、許容可能なインピーダンス変化を提供するため、遮蔽された電気ケー
ブルの長さに沿って、形状における所望の一貫性を伴って達成される。一実施形態におい
て、このインピーダンス変化は、代表的なケーブル長さ（例えば、１ｍなど）に沿って５
オーム未満、好ましくは３オーム未満である。別の態様では、絶縁導体が、二芯同軸ケー
ブル及び／又は差動ペアケーブル配置で有効に配置される場合には、このことは、遮蔽フ
ィルムによる導体セットの部分的な被覆が、対となる絶縁導体間での幾何学形状の所望の
一貫性を伴って達成されることにより、対象用途に関して好適な許容可能なインピーダン
ス変化が提供されることを意味する。一部の場合には、このインピーダンス変化は、例え
ば、１ｍなどの代表的なケーブル長に沿って、２オーム未満、好ましくは０．５オーム未
満である。
【０１４２】
　図２０ａ～２０ｄは、遮蔽フィルム及び／又はＥＭＩ吸収層による導体セットの部分的
な被覆の様々な例を図示する。遮蔽フィルム及びＥＭＩ吸収層による被覆の量は、実施形
態間で変化する。図２０ａに図示される実施形態では、導体セットは最も大きい被覆率を
有する。図２０ｄに図示される実施形態では、導体セットは最も小さい被覆率を有する。
図２０ａ及び２０ｂで示される実施形態では、導体セットの周囲の半分以上が、遮蔽フィ
ルム及びＥＭＩ吸収層によって被覆されている。図２０ｃ及び２０ｄで示される実施形態
では、導体セットの周囲の半分未満が、遮蔽フィルム及びＥＭＩ吸収層によって被覆され
ている。より大きな量の被覆は、より良好な電磁干渉（ＥＭＩ）分離、及び低減された信
号減衰（近接効果における低減による）をもたらす。
【０１４３】
　図２０ａを参照すると、遮蔽電気ケーブル４６０２は、導体セット４６０４と、遮蔽フ
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ィルム４６０８と、ＥＭＩ吸収層４６５０と、を含む。導体セット４６０４は、ｘ軸に沿
うケーブル４６０２の長さに沿って延在する、２つの絶縁導体４６０６を含む。遮蔽フィ
ルム４６０８及びＥＭＩ吸収層４６５０は、導体セット４６０４の両側から延在する挟ま
れた部分４６０９を含む。挟まれた部分４６０９は、共働しておおむね平面的な遮蔽フィ
ルム及びＥＭＩ吸収層を画定する。遮蔽フィルム４６０８は、導体セット４６０４を部分
的に被覆する、カバー部分４６０７を更に含む。カバー部分４６０７は、導体セット４６
０４の対応する端部導体４３０６と実質的に同心の、同心部分４６１１を含む。遮蔽電気
ケーブル４６０２はまた、任意選択的な非導電性キャリアフィルム４６４６も有し得る。
キャリアフィルム４６４６は、導体セット４６０４の両側から延在し、遮蔽フィルム４６
０８の挟まれた部分４６０９の反対側に配置される、挟まれた部分４６４６’’を含む。
キャリアフィルム４６４６は、遮蔽フィルム４６０８のカバー部分４６０７の反対側で、
導体セット４６０４を部分的に被覆する、カバー部分４６４６’’’を更に含む。遮蔽フ
ィルム４６０８のカバー部分４６０７は、導体セット４６０４の頂部側、並びに左側及び
右側の全体を被覆する。キャリアフィルム４６４６のカバー部分４６４６’’’が、導体
セット４６０４の底部側を被覆して、導体セット４６０４の実質的なエンクロージャを完
成させる。この実施形態では、キャリアフィルム４６４６の挟まれた部分４６４６’’及
びカバー部分４６４６’’’は、実質的に共面である。
【０１４４】
　図２０ｂを参照すると、遮蔽電気ケーブル４７０２は、上述の、図２０ａに示された、
遮蔽電気ケーブル４６０２と、一部の点で類似している。しかしながら、遮蔽電気ケーブ
ル４７０２内では、遮蔽フィルム４７０８及びＥＭＩ吸収層４７５０のカバー部分４７０
７は、導体セット４７０４の頂部側、並びに左側及び右側の半分超を被覆する。キャリア
フィルム４７４６のカバー部分４７４６’’’が、導体セット４７０４の底部側、並びに
左側及び右側の残部（半分未満）を被覆して、導体セット４７０４の実質的なエンクロー
ジャを完成させる。キャリアフィルム４７４６の被覆部分４７４６’’’は、対応する導
体４７０６と実質的に同心である同心部分４７４６’を含む。
【０１４５】
　図２０ｃを参照すると、遮蔽電気ケーブル４８０２は、上述の、図２０ａに示された、
遮蔽電気ケーブル４６０２と、一部の点で類似している。遮蔽電気ケーブル４８０２では
、遮蔽フィルム４８０８及びＥＭＩ吸収層４８５０の被覆部分４８０７は、導体セット４
８０４の底面、並びに左面及び右面の半分未満を被覆する。キャリアフィルム４８４６の
被覆部分４８４６’’’は、導体セット４８０４の上面、並びに左面及び右面の残り（半
分超）を被覆し、導体セット４８０４のエンクロージャを完成させる。
【０１４６】
　図２０ｄを参照して、遮蔽された電気ケーブル４９０２は上記及び図２０ａに図示され
る遮蔽された電気ケーブル４６０２と類似している。しかしながら、遮蔽された電気ケー
ブル４９０２では、遮蔽フィルム４９０８及びＥＭＩ吸収層４９５０の被覆部分４９０７
は、導体セット４９０４の底面を被覆する。キャリアフィルム４９４６のカバー部分４９
４６’’’が、導体セット４９０４の頂部側、並びに左側及び右側の全体を被覆して、導
体セット４９０４の実質的なエンクロージャを完成させる。一部の場合には、遮蔽フィル
ム４９０８の挟まれた部分４９０９及びカバー部分４９０７は、実質的に共面である。
【０１４７】
　導体セットの周辺に、及び／又は複数の間隔を置いて配置された導体セットの周辺でケ
ーブルの対向する側に配置される２つの遮蔽フィルム及び１つ以上のＥＭＩ吸収層を含む
遮蔽電気ケーブルの実施形態と同様に、単一の遮蔽フィルム及び単一のＥＭＩ吸収層を含
む遮蔽電気ケーブルの実施形態は、少なくとも１つの長手方向の接地導体を含む場合があ
る。一態様において、この接地導体は、任意の好適な終端ポイントの任意の好適な個々の
コンタクト要素（例えば、プリント基板上のコンタクト要素又は電気コネクタの電気コン
タクト）に対する遮蔽フィルムの電気的接触を促進する。接地導体は、遮蔽フィルムの端
部の少なくとも１つを越えて延在し、この電気的接触を促進することができる。接地導体
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は、その長さに沿った少なくとも１つの位置において、遮蔽フィルムと直接的又は間接的
な電気的接触をしてもよく、遮蔽された電気ケーブルの好適な位置に配置されてもよい。
【０１４８】
　図２１は、ただ１つの遮蔽フィルム５００８及びＥＭＩ吸収層５０５０を有する遮蔽電
気ケーブル５００２を示す。絶縁導体５００６が、２つの導体セット５００４内に配置さ
れ、それぞれの導体セット５００４は、一対の絶縁導体のみを有するが、本明細書で論じ
られるような、他の数の絶縁導体を有する導体セットもまた、想到される。遮蔽電気ケー
ブル５００２は、様々な例示的な場所内に、接地導体５０１２を含むように示されるが、
所望の場合、接地導体５０１２のうちのいずれか、若しくは全てを省略することができ、
又は追加的な接地導体を含めることもできる。接地導体５０１２は、導体セット５００４
の絶縁導体５００６と実質的に同じ方向に延在し、遮蔽フィルム５００８とキャリアフィ
ルム５０４６との間に配置される。１つの接地導体５０１２は、遮蔽フィルム５００８及
びＥＭＩ吸収層５０５０の挟まれた部分５００９に含まれ、３つの接地導体５０１２は導
体セット５００４に含まれる。これらの３つの接地導体５０１２のうちの１つは、絶縁導
体５００６と遮蔽フィルム５００８との間に配置され、これらの３つの接地導体５０１２
のうちの２つ及び絶縁導体５００６は、概ね単一平面に配置される。
【０１４９】
　図２２ａ～２２ｄは、本発明の態様による、遮蔽電気ケーブルの様々な例示的実施形態
を示す断面図である。図２２ａ～２２ｄは、キャリアフィルムの存在がなく、遮蔽フィル
ム及びＥＭＩ吸収層による導体セットの部分的な被覆の様々な実施例を図示する。遮蔽フ
ィルム及びＥＭＩ吸収層による被覆の量は、実施形態間で変化する。図２２ａに図示され
る実施形態では、導体セットは最も大きい被覆率を有する。図２２ｄに図示される実施形
態では、導体セットは最も小さい被覆率を有する。図２２ａ及び２２ｂに図示される実施
形態では、導体セットの周囲の半分以上が遮蔽フィルム及びＥＭＩ吸収層によって被覆さ
れている。図２２ｃに図示される実施形態では、導体セットの周囲の約半分が遮蔽フィル
ム及びＥＭＩ吸収層によって被覆されている。図２２ｄに図示される実施形態では、導体
セットの半分未満が遮蔽フィルム及びＥＭＩ吸収層によって被覆されている。より大きな
量の被覆は、より良好な電磁干渉（ＥＭＩ）分離、及び低減された信号減衰（近接効果に
おける低減による）をもたらす。これらの実施形態において、導体セットは２つの実質的
に平行な長手方向の絶縁導体を含み、他の実施形態では、導体セットは、１つ又は３以上
の実質的に平行な長手方向の絶縁導体を含む場合がある。
【０１５０】
　図２２ａを参照すると、遮蔽電気ケーブル５１０２は、導体セット５１０４と、遮蔽フ
ィルム５１０８と、ＥＭＩ吸収層５１５０と、を含む。導体セット５１０４は、ｘ軸に沿
うケーブル５１０２の長さに沿って延在する、２つの絶縁導体５１０６を含む。遮蔽フィ
ルム５１０８及びＥＭＩ吸収層５１５０は、導体セット５１０４の両側から延在する挟ま
れた部分５１０９を含む。挟まれた部分５１０９は、ｘｙ平面内に概ね平面的な遮蔽フィ
ルムを共働して画定する。遮蔽フィルム５１０８は、導体セット５１０４を部分的に被覆
する、カバー部分５１０７を更に含む。カバー部分５１０７は、導体セット５１０４の対
応する端部導体５１０６と実質的に同心の、同心部分５１１１を含む。遮蔽フィルム５１
０８のカバー部分５１０７は、図２２ａでは、導体セット５１０４の底部側、並びに左側
及び右側の全体を被覆する。
【０１５１】
　図２２ｂを参照すると、遮蔽電気ケーブル５２０２は、上述の、図２２ａに示された遮
蔽電気ケーブル５１０２と、一部の点で類似している。しかしながら、遮蔽電気ケーブル
５２０２では、遮蔽フィルム５２０８及びＥＭＩ吸収層５２５０の被覆部分５２０７は、
導体セット５２０４の底面、並びに左面及び右面の半分超を被覆する。
【０１５２】
　図２２ｃを参照して、遮蔽された電気ケーブル５３０２は上記及び図２２ａに図示され
る遮蔽された電気ケーブル５１０２と類似している。しかしながら、遮蔽電気ケーブル５
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３０２では、遮蔽フィルム５３０８及びＥＭＩ吸収層５３５０の被覆部分５３０７は、導
体セット５３０４の底面、並びに左面及び右面の約半分を被覆する。
【０１５３】
　図２２ｄを参照すると、遮蔽電気ケーブル５４０２は、上述の、図２２ａに示された遮
蔽電気ケーブル５１０２と、一部の点で類似している。しかしながら、遮蔽された電気ケ
ーブル５４０２では、遮蔽フィルム５４０８及びＥＭＩ吸収層５４５０の被覆部分５４１
１は、導体セット５４０４の底面、並びに左面及び右面の半分未満を被覆する。
【０１５４】
　キャリアフィルムの代替として、例えば、本発明の態様による遮蔽された電気ケーブル
は、任意の非導電性支持体を含んでもよい。この支持体は、導体セットの物理的被覆率を
達成するために、及び遮蔽された電気ケーブルの機械的安定性を追加するために使用され
てもよい。図２３ａ～２３ｄは、非導電性支持体を含む、本発明の態様による、遮蔽電気
ケーブルの様々な例示的実施形態を示す断面図である。これらの実施形態では、非導電性
支持体は、２つの絶縁導体を含む導体セットと共に使用されるが、他の実施形態では、非
導電性支持体は、１つの、若しくは３つ以上の実質的に平行な長手方向の絶縁導体を含む
、導体セットと共に、又は接地導体と共に使用することができる。支持体は、ポリエステ
ル、ポリイミド、ポリアミド－イミド、ポリテトラフルオロエチレン、ポリプロピレン、
ポリエチレン、ポリフェニレンスルフィド、ポリエチレンナフタレート、ポリカーボネー
ト、シリコーンゴム、エチレンプロピレンジエンゴム、ポリウレタン、アクリレート、シ
リコーン、天然ゴム、エポキシ、及び合成ゴム接着剤を含むが、これに限定されない任意
の好適な高分子材料を含み得る。支持体は、対象用途に好適な特性をもたらすために、１
つ以上の接着剤及び／又は充填剤を含んでもよい。
【０１５５】
　図２３ａを参照して、遮蔽電気ケーブル５５０２は、上記及び図２２ａに図示される遮
蔽電気ケーブル５１０２と類似しているが、遮蔽フィルム５５０８及びＥＭＩ吸収層５５
５０の被覆部分５５０７と反対側の、導体セット５５０４を部分的に被覆する非導電性支
持体５５４８を更に含む。支持体５５４８は、導体セット５５０４の頂部側を被覆して、
絶縁導体５５０６を包み込むことができる。支持体５５４８は、概して平面的な頂部表面
５５４８ａを含む。頂部表面５５４８ａ、及び遮蔽フィルム５５０８の挟まれた部分５５
０９は、実質的に共面である。
【０１５６】
　図２３ｂを参照して、遮蔽電気ケーブル５６０２は、上記及び図２２ｂに図示される遮
蔽電気ケーブル５２０２と類似しているが、遮蔽フィルム５６０８及びＥＭＩ吸収層５６
５０の被覆部分５６０７と反対側の、導体セット５６０４を部分的に被覆する非導電性支
持体５６４８を更に含む。支持体５６４８のみが、導体セット５６０４の上面を部分的に
被覆し、絶縁導体５６０６を部分的に露出した状態に残す。
【０１５７】
　図２３ｃを参照して、遮蔽電気ケーブル５７０２は、上記及び図２２ｃに図示される遮
蔽電気ケーブル５３０２と類似しているが、遮蔽フィルム５７０８及びＥＭＩ吸収層５７
５０の被覆部分５７０７と反対側の、導体セット５７０４を部分的に被覆する非導電性支
持体５７４８を更に含む。支持体５７４８は、導体セット５７０４の上面の本質的に全体
を被覆し、絶縁導体５７０６を本質的に全体的に包囲する。支持体５７４８の少なくとも
一部分は、絶縁導体５７０６と実質的に同心性である。支持体５７４８の一部分は、絶縁
導体５７０６と遮蔽フィルム５７０８との間に配置される。
【０１５８】
　図２３ｄを参照して、遮蔽電気ケーブル５８０２は、上記及び図２２ｄに図示される遮
蔽電気ケーブル５４０２と類似しているが、遮蔽フィルム５８０８及びＥＭＩ吸収層５８
５０の被覆部分５８０７と反対側の、導体セット５８０４を部分的に被覆する非導電性支
持体５８４８を更に含む。支持体５８４８のみが、導体セット５８０４の上面を被覆し、
絶縁導体５８０６を部分的に露出した状態に残す。支持体５８４８の一部分は、絶縁導体
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５８０６と遮蔽フィルム５８０８との間に配置される。
【０１５９】
　ここで図２４ａ及び２４ｂを参照すると、それぞれの斜視図及び断面図は、本発明の例
示的実施形態による、ケーブル構成体を示す。全般的には、電気リボンケーブル２０１０
２は、１つ以上の導体セット２０１０４を含む。各導体セット２０１０４は、ｘ軸に沿う
ケーブル２０１０２の長さに沿って端部から端部まで延在する２つ又はそれ以上の導体（
例、ワイヤ）２０１０６を含む。各導体２０１０６は、ケーブルの長さに沿って、第１誘
電体２０１０８によって取り囲まれる。導体２０１０６は、ケーブル２０１０２の末端部
から末端部まで延在し、ケーブル２０１０２の対向する側に配置される第１のフィルム２
０１１０及び第２のフィルム２０１１２に付着される。ケーブル２０１０２の長さに沿っ
て、それぞれの導体セット２０１０４の導体２０１０６の第１の誘導体２０１０８間には
、一定間隔２０１１４が維持される。第２誘電体２０１１６が、間隔２０１１４の内部に
配置される。誘電体２０１１６は、空気のギャップ／ボイド、及び／又は何らかの他の材
料を含み得る。
【０１６０】
　導体セット２０１０４の部材間の間隔２０１１４は、ケーブル２０１０２が、終端の容
易性及び終端の信号保全性の改善と共に、標準的な巻き付け二芯同軸ケーブルと同等以上
の電気的特性を有するように、十分に一貫したものにすることができる。フィルム２０１
１０、２０１１２は遮蔽材料を含んでもよく、これによって金属箔及び／又はＥＭＩ吸収
材料、並びにフィルム２０１１０、２０１１２が適合可能に形成され、導体セット２０１
０４は実質的に包囲され得る。図示の実施例では、フィルム２０１１０、２０１１２は、
一体に挟み込まれて、導体セット２０１０４の外側及び／又は導体セット２０１０４間で
、ケーブル２０１０２に沿って縦方向に延在する、平坦部分２０１１８を形成する。平坦
部分２９１１８内では、フィルム２０１１０、２０１１２は、導体セット２０１０４を実
質的に包囲し、例えば、フィルム２０１１０、２０１１２の小さい層（例えば、絶縁体及
び／又は接着剤の）が互いに結合する場所を除いて、導体セット２０１０４の外辺部を包
囲する。例えば、遮蔽フィルムのカバー部分は、任意の所定の導体セットの外辺部の、少
なくとも７５％、又は少なくとも８０％、又は少なくとも８５％、又は少なくとも９０％
を、全体として取り囲むことができる。フィルム２０１１０、２０１１２は、ここでは（
及び本明細書の他の部分では）、別個のフィルム片として示し得るが、当業者には、フィ
ルム２０１１０、２０１１２は、あるいは、単一シートのフィルムから形成して、例えば
、導体セット２０１０４を取り囲むように、長手方向の経路／線の周りで折り曲げること
ができる点が理解されるであろう。
【０１６１】
　ケーブル２０１０２はまた、１つ以上のドレインワイヤ２０１２０などの、追加的機構
も含み得る。ドレインワイヤ２０１２０は、ケーブル２０１０２の長さに沿って、連続的
に又は離散的な場所で、遮蔽フィルム２０１１０、２０１１２と、電気的に結合すること
ができる。全般的には、ドレインワイヤ２０１０２は、遮蔽材料を電気的に終端する（例
えば、接地する）ための、ケーブルの一方の末端部又は両末端部での簡便なアクセスを提
供する。ドレンワイヤ２０１２０は、例えば、両方のフィルム２０１１０、２０１１２が
遮蔽材及びＥＭＩ吸収材を含むフィルム２０１１０、２０１１２の間にある程度のＤＣカ
ップリングを提供するように構成されてもよい。
【０１６２】
　品目１は、遮蔽電気ケーブルであって、
　ケーブルの長さに沿って延在し、ケーブルの幅に沿って互いに間隔を置いて配置され、
各々が１つ以上の絶縁導体を含む複数の導体セットと、
　ケーブルの対向する第１及び第２の側に配置される第１及び第２の遮蔽フィルムであり
、カバー部分及び挟まれた部分を含み、横断面において、第１及び第２のフィルムのカバ
ー部分が組み合わされて、各導体セットを実質的に包囲し、第１及び第２のフィルムの挟
まれた部分が組み合わされて、各導体セットのそれぞれの側で、ケーブルの挟まれた部分
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を形成するように配置される、第１及び第２の遮蔽フィルムと、
　ケーブルの第１の側に配置される第１のＥＭＩ吸収層と、
　このケーブルの挟まれた部分内で、第１の遮蔽フィルムを第２の遮蔽フィルムに結合す
る第１接着層と、を含むケーブルであり、
　複数の導体セットは、隣り合う第１及び第２の絶縁導体を含む第１の導体セットを含み
、第１及び第２の遮蔽フィルムの対応する第１のカバー部分と、第１の導体セットの一方
の側上にケーブルの第１挟まれた領域を形成する、第１及び第２の遮蔽フィルムの対応す
る第１の挟まれた部分と、を有し、
　第１及び第２の遮蔽フィルムの、第１のカバー部分間の最大離隔距離は、Ｄであり、
　第１及び第２の遮蔽フィルムの、第１の挟まれた部分間の最小離隔距離は、ｄ１であり
、
　ｄ１／Ｄは０．２５未満であり、
　第１及び第２の絶縁導体間の領域内の、第１及び第２の遮蔽フィルムの、第１のカバー
部分間の最小離隔距離は、ｄ２であり、
　ｄ２／Ｄは、０．３３を超える。
【０１６３】
　品目２は、品目１のケーブルであり、ｄ１／Ｄが、０．１未満である。
【０１６４】
　品目３は、品目１のケーブルであり、第１のＥＭＩ吸収層は、第１の遮蔽フィルムと複
数の導体セットとの間に配置される。
【０１６５】
　品目４は、品目１のケーブルであり、第１の遮蔽フィルムが、第１のＥＭＩ吸収層と複
数の導体セットとの間に配置される。
【０１６６】
　品目５は、ケーブルの第２の側に配置される第２のＥＭＩ吸収層を更に含む品目１のケ
ーブルである。
【０１６７】
　品目６は、遮蔽電気ケーブルであって、
　ケーブルの長さに沿って延在し、ケーブルの幅に沿って互いに間隔を置いて配置されて
いる複数の導体セットを含み、各々が、１つ以上の絶縁導体を含む、複数の導体セットと
、
　ケーブルの対向する第１及び第２の側に配置される第１及び第２の遮蔽フィルムであり
、カバー部分及び挟まれた部分を含み、横断面において、第１及び第２のフィルムのカバ
ー部分が組み合わされて、各導体セットを実質的に包囲し、第１及び第２のフィルムの挟
まれた部分が組み合わされて、各導体セットのそれぞれの側で、ケーブルの挟まれた部分
を形成するように配置される第１及び第２の遮蔽フィルムと、
　ケーブルの第１の側に配置される第１のＥＭＩ吸収層と、
　このケーブルの挟まれた部分内で、第１の遮蔽フィルムを第２の遮蔽フィルムに結合す
る第１の接着層と、を含むケーブルであり、
　複数の導体セットは、隣り合う第１及び第２の絶縁導体を含む第１の導体セットを含み
、第１及び第２の遮蔽フィルムの対応する第１のカバー部分と、第１の導体セットの一方
の側上にケーブルの第１の挟まれた領域を形成する、第１及び第２の遮蔽フィルムの対応
する第１の挟まれた部分と、を有し、
　第１及び第２の遮蔽フィルムの、第１のカバー部分間の最大離隔距離は、Ｄであり、
　第１及び第２の遮蔽フィルムの、第１の挟まれた部分間の最小離隔距離は、ｄ１であり
、
　ｄ１／Ｄは、０．２５未満であり、
　第１の絶縁導体の、第２の絶縁導体に対する高周波電気的分離は、第１の導体セットの
、隣接する導体セットに対する高周波電気的分離よりも、実質的に小さい。
【０１６８】
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　品目７は、品目６のケーブルであり、ｄ１／Ｄは、０．１未満である。
【０１６９】
　品目８は、品目６のケーブルであり、第１の絶縁導体の、第２導体に対する高周波分離
が、３～１５ＧＨｚの指定周波数範囲及び１メートルの長さにおいて、第１の遠端クロス
トークＣ１であり、第１の導体セットの、隣接する導体セットに対する高周波分離が、指
定周波数での第２の遠端クロストークＣ２であり、Ｃ２が、Ｃ１よりも、少なくとも１０
ｄＢ低い。
【０１７０】
　品目９は、品目６のケーブルであり、第１及び第２の遮蔽フィルムのカバー部分が組み
合わされて、各導体セットの周辺部の少なくとも７０％を取り囲むことによって、各導体
セットを実質的に包囲する。
【０１７１】
　品目１０は、遮蔽電気ケーブルであって、
　ケーブルの長さに沿って延在し、ケーブルの幅に沿って互いに間隔を置いて配置されて
いて、各導体セットが、１つ以上の絶縁導体を含み複数の導体セットと、
　同心部分、挟まれた部分、及び移行部分を含む、第１及び第２の遮蔽フィルムであり、
横断面において、同心部分が、各導体セットの１つ以上の端部導体と実質的に同心であり
、第１及び第２の遮蔽フィルムの挟まれた部分が組み合わされて、導体セットの２つの側
に、ケーブルの挟まれた部分を形成し、移行部分が、同心部分と挟まれた部分との間に緩
やかな移行を提供するように配置される、第１及び第２の遮蔽フィルムと、
　複数の導体セットに配置される第１のＥＭＩ吸収層と、を含むケーブルであり、
　各遮蔽フィルムは、導電層を含み、
　移行部分のうちの第１の移行部分は、１つ以上の端部導体のうちの第１端部導体に近接
しており、第１及び第２の遮蔽フィルムの導電層と、同心部分と、第１端部導体に近接す
る挟まれた部分のうちの第１の挟まれた部分との間の面積として定義される、断面積Ａ１

を有し、Ａ１は、第１端部導体の断面積よりも小さく、
　各遮蔽フィルムは、ケーブルの幅にわたって変化する曲率半径によって、横断面におい
て特徴付けることが可能であり、各遮蔽フィルムに関する曲率半径は、ケーブルの幅にわ
たって、少なくとも１００マイクロメートルである。
【０１７２】
　品目１１は、品目１０のケーブルであり、断面積Ａ１が、１つの境界として、第１の挟
まれた部分の境界を含み、この境界は、第１及び第２の遮蔽フィルム間の離隔距離ｄが、
第１の挟まれた部分での第１及び第２の遮蔽フィルム間の最小離隔距離ｄ１の約１．２～
約１．５倍である、第１の挟まれた部分に沿った位置によって画定される。
【０１７３】
　品目１２は、品目１１のケーブルであり、断面積Ａ１が、１つの境界として、第１の遮
蔽フィルムの変曲点で第１の終端点を有する線分を含む。
【０１７４】
　品目１３は、品目１１のケーブルであり、この線分が、第２の遮蔽フィルムの変曲点で
、第２の終端点を有する。
【０１７５】
　品目１４は、遮蔽電気ケーブルであって、
　ケーブルの長さに沿って延在し、ケーブルの幅に沿って互いに間隔を置いて配置されて
いて、各導体セットが、１つ以上の絶縁導体を含む複数の導体セットと、
　同心部分、挟まれた部分、及び移行部分を含む、第１及び第２の遮蔽フィルムであり、
横断面において、同心部分が、各導体セットの１つ以上の端部導体と実質的に同心であり
、第１及び第２の遮蔽フィルムの挟まれた部分が組み合わされて、導体セットの２つの側
に、ケーブルの挟まれた部分を形成し、移行部分が、同心部分と挟まれた部分との間に緩
やかな移行を提供するように配置される、第１及び第２の遮蔽フィルムと、
　複数の導体セット上に配置される第１のＥＭＩ吸収層を含むケーブルであり、
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　２つの遮蔽フィルムの一方は、同心部分のうちの第１の同心部分、挟まれた部分のうち
の第１の挟まれた部分、及び移行部分のうちの第１の移行部分を含み、第１の移行部分は
、第１の同心部分を第１の挟まれた部分に接続し、
　第１の同心部分は、曲率半径Ｒ１を有し、移行部分は、曲率半径ｒ１を有し、
　Ｒ１／ｒ１は２～１５の範囲である。
【０１７６】
　本開示で論じられる実施形態は、好ましい実施形態の説明を目的として、本明細書で図
示され、説明されており、当業者には、同じ目的を達成することが予測される多種多様な
代替の実装及び／又は等価の実装を、本発明の範囲から逸脱することなく、図示され、説
明される具体的な実施形態と置き換え得ることが理解されるであろう。機械的、電気機械
的、及び電気的分野における当業者であれば、本発明が広範な実施形態で実施し得る点は
直ちに認識されるであろう。本出願は、本明細書で考察した好適な実施形態のあらゆる適
合形態又は変形例を含むものである。したがって、本発明が特許請求の範囲及びその均等
物によってのみ限定される点を明示するものである。

【図１】 【図２ａ】
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